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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査の経緯と目的

インドネシア共和国（以下、「インドネシア国」と記す）の温室効果ガス（Greenhouse Gas：
GHG）の排出量は、森林伐採と泥炭地荒廃等による二酸化炭素排出を含めれば、中国、米国、

ブラジル、欧州連合（European Union：EU）に次ぐ世界有数の規模に達するとされている。今後、

経済成長に伴うエネルギー需要の増加により、二酸化炭素排出量は一層増加することが懸念さ

れている。インドネシア国政府は、2007 年に ｢ 気候変動のための国家行動計画 ｣ として、気候

変動の包括的な緩和 ･ 適応策の実施に向けた行動指針を発表した。また、2009 年 10 月に発足し

た第二期ユドヨノ政権は、2020 年の温室効果ガス排出量を、何も対策を講じない場合（Business 
As Usual：BAU）に比べて 26％削減（国際的支援を受けた場合は 41％削減）する自主的な削減

目標を設定し、2011 年 9 月に、大統領規則 国家気候変動緩和行動計画（National Action Plan on 
Green House Gas Emissions Reduction：RAN-GRK）として正式に発令した。ただし、行動の具体的

なプロセスやその行動による温室効果ガス削減効果については明示されておらず、測定 ･ 報告 ･

検証（Measurement, Reporting, and Verification：MRV）が可能な国別に適切な緩和行動（Nationally 
Appropriate Mitigation Actions：NAMAs）の実施に向けては、依然として多くの課題がある。

また、インドネシア国では、温暖化の影響とみられる年間降雨量パターンの変化が顕著となっ

ており、特に赤道以南の地域では、乾期の長期化と降雨量の低下、雨期の短期化と集中豪雨の増

加等、気候変動リスクが高まると予測されている。将来の気候変動に伴う災害の深刻化 ･ 発生頻

度の増加は、経済活動の停滞や貧困の増加等の経済的 ･ 社会的損失を招き、同国の持続的な開発

を脅かす重要なリスク要因となることが懸念されていることから、国や地方レベルの開発計画の

策定段階で、気候変動による影響や地域及びセクターの脆弱性を考慮し、適応の考え方を開発計

画の内容に反映させていくこと、つまり、気候変動の適応の考え方を国及び地域レベルの開発計

画において、主流化していく必要性が指摘されている。

以上の背景から、本プロジェクトは、気候変動分野に係る諸課題に包括的に取り組むことを目

的として形成された。2010 年 10 月から 5 年間の予定で開始され、以下の 3 つのサブプロジェク

トにより構成されている。

（1）サブプロジェクト 1
・ MRV が可能な国としての適切な緩和行動の策定、及び開発計画における緩和策・適

応 策 の 主 流 化（C/P 機 関 は 国 家 開 発 企 画 庁（National Development Planning Agency：
BAPPENAS）、プロジェクト期間 5 年間）（以下、「SP-1」記す。）

（2）サブプロジェクト 2
・ 脆弱性評価（C/P 機関は気象 ･ 気候 ･ 地球物理庁（Agency of Meteorology,Climatology and 

Geophysics：BMKG）、プロジェクト期間 3 年間）（以下、「SP-2」と記す。）

（3）サブプロジェクト 3
・ 国家温室効果ガスインベントリ作成のための体制構築（カウンターパート（Counterpart：

C/P）機関は環境省（Ministry of Environment KLH）、プロジェクト期間 4 年間）（以下、「SP-3」
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と記す。）

現在、SP-1 には 2 名の長期専門家、SP-2 には 1 名の長期専門家、SP-3 には 1 名の長期専門家、

及び業務実施契約による短期専門家（5 ～ 7 名程度）が派遣されている。また、これらのサブプ

ロジェクトを総括するアンブレラ専門家として、チーフアドバイザー及び業務調整員が派遣され

ている。本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の

課題及び今後の方向性について確認し、評価報告書に取りまとめ、C/P 機関と合意することを目

的とする。

１－２　調査団構成

担　当 氏　名 所　属 派遣期間

団長 野田　英夫 JICA 地球環境部環境管理第一課長 2 月 17 日～ 23 日

気候変動政策 市原　 純 財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）
プログラムマネジメントオフィス

研究員

1 月 27 日～ 2 月 23 日

※ CCPL モニタリング調

査の一環として参団。

協力企画 碓井　祐吉 JICA 地球環境部気候変動対策室兼環境

管理グループ 調査役

2 月 12 日～ 23 日

評価分析 土井　弘行 株式会社生活工房 do　代表取締役 1 月 27 日～ 2 月 23 日

１－３　調査団日程

月　日 曜日 行　　　程

1 月 27 日 日 ・ 関西発 / デンパサール着（評価分析団員）

1 月 28 日 月 ・ ジャカルタ発 / デンパサール着（気候変動政策団員）

・ BMKG バリの所長（C/P）表敬及びヒアリング

・ 長期専門家（SP-2、BMKG ）からのヒアリング

・ フォローアップ研修（短期派遣専門家による講義等）参加

・ デンパサール / ジャカルタ

1 月 29 日 火 ・ プロジェクト事務所打合せ

・ 長期専門家（SP-1、適応分野、BAPPENAS）からのヒアリング

・ プロジェクトスタッフ（プログラムオフィサー）からのヒアリング

・ 長期専門家（SP-1、緩和分野、BAPPENAS）からのヒアリング

1 月 30 日 水 ・ 長期専門家（SP-3、KLH）からのヒアリング

・ 企画調査員からのヒアリング

・ 長期専門家（業務調整）からのヒアリング

・ 長期専門家（チーフアドバイザー）からのヒアリング

1 月 31 日 木 ・ プロジェクト事務所打合せ（行程、質問票内容の確認作業等）

・ 資料整理、質問票修正作業等
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2 月 1 日 金 ・ プロジェクト事務所打合せ

・ BMKG フォローアップ研修（職員発表、短期派遣専門家による講義等）参加

・ BMKG 次官表敬訪問

・ BMKG（ Director of SP-2）からのヒアリング

2 月 2 日 土 ・ 資料整理

2 月 3 日 日 ・ 資料整理

2 月 4 日 月 ・ ジャカルタ発 / メダン着

・ 北スマトラ州 BAPPEDA からのヒアリング（SP-1 のパイロットサイト）

・ 北スマトラ州 BLH からのヒアリング（SP-1 のパイロットサイト）

・ メダン発 / ジャカルタ経由 / パレンバン着

2 月 5 日 火 ・ 南スマトラ州 BAPPEDA からのヒアリング（SP-3 のパイロットサイト）

・ 南スマトラ州 BLH からのヒアリング（SP-3 のパイロットサイト）

・ パレンバン発 / ジャカルタ着

2 月 6 日 水 ・ 資料整理

2 月 7 日 木 ・ KLH（Director of SP-3）からのヒアリング

・ パイロットプロジェクト（南北スマトラ州における廃棄物分野）調整会議

に参加

・ 短期派遣専門家（SP-3）からのヒアリング

2 月 8 日 金 ・ プロジェクト事務所打合せ

・ BAPPENAS（ Director of SP-1）からのヒアリング

2 月 9 日 土 ・ 中間レビュー調査報告書（案）作成

2 月 10 日 日 ・ 中間レビュー調査報告書（案）作成

2 月 11 日 月 ・ RAN-GRK 事務局長（SP-1）からのヒアリング

・ 長期専門家（SP-1, BAPPENAS）からのヒアリング

2 月 12 日 火 ・ GIZ（緩和分野専門家）からのヒアリング

・ BAPPENAS（緩和分野の C/P）からのヒアリング

・ AusAID からのヒアリング

・ 長期専門家（チーフアドバイザー）との打合せ

・ GIZ（適応分野専門家）からのヒアリング

・ 成田発 / ジャカルタ着（協力企画団員）

2 月 13 日 水 ・ プロジェクト事務所打合せ

・ BAPPENAS（適応分野の C/P）からのヒアリング

・ 在インドネシア日本大使館表敬訪問、及びヒアリング

2 月 14 日 木 ・ SP-2 の延長要望に係る関係機関との合同会議（ BAPPENAS, BMKG, Ministry 
Agriculture）

2 月 15 日 金 ・ 短期派遣専門家（SP-3）からのヒアリング

2 月 16 日 土 ・ 中間レビュー調査報告書（案）作成

2 月 17 日 日 ・ 中間レビュー調査報告書（案）作成、説明用パワーポイント資料作成等

・ 成田発 / ジャカルタ着（団長）
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2 月 18 日 月 ・ BMKG（ Director of SP-2）に対する中間レビュー調査報告書（案）の説明

・ BAPPENAS（ Director of SP-1）に対する中間レビュー調査報告書（案）の 
説明

2 月 19 日 火 ・ BAPPENAS エンダ次官表敬訪問、及び中間レビュー調査報告書（案）の 
説明

・ KLH（Director of SP-3）に対する中間レビュー調査報告書（案）の説明

2 月 20 日 水 ・ 中間レビュー調査結果の報告等に係る合同会議

・ 長期専門家との個別協議

2 月 21 日 木 ・ 補足調査、 中間レビュー調査報告書修正作業

2 月 22 日 金 ・ 補足調査

・ ジャカルタ発

2 月 23 日 土 成田着（団長、協力企画団員）、関西着（評価分析団員）

１－４　主要面談者

（1）国家開発企画庁（Ministry of National Development Planning Agency：BAPPENAS）
Dr. Endah Murninigtyas  Deputy Minister for Natural Resources and Environment
Ms. Wahyuningsih Darajati  Director for Environmental Affairs
Ms. Syamsidar Thamrin  Deputy Director for Climate and Weather
Ms. Tri Dewi Virgiyanti  Deputy Director for Environmental Pollution and 

Degradation Control Division

（2）気象 ･ 気候 ･ 地球物理庁（Agency of Meteorology, Climatology and　Geophysics：BMKG）

Dr. Widada Sulistya, DEA  Deputy Director General for Climatology
Dr. Edvin Aldrian  Director for Center for Climate Change and Air Quality, 

BMKG
Mr. Dedi Sucahyono, MS  Head of Sub Division for Analysis and Information Climate 

Change
Ms. Pudji Setyani, M.Si  Staff of Center for Climate Change and Air Quality
Ms. Zumrotul Unsyuriyah SSi, MSi  Staff of Climate Change Analysis and Information Sub 

Division
Mr. Drs.　I Wayan Suardana, MM  Head of Bali Regional Office

（3）環境省（Ministry of Environment：KLH）

Ms. Emma Rachmawaty  Assistant Deputy Minister for Mitigation and Atmospheric 
Function Preservation

Mr. Dida Migfar  Head of Division, GHGs Inventory

（4）北スマトラ州開発企画局 Regional Development Planning Agency of North Sumatra：BAPPEDA）

Ir. H. Riadil Akhir Lubis. M.Si.  Director
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（5）北スマトラ州環境局（Regional Environment Agency of North Sumatra：BLH）

Dr. Ir. Hj. Hidayati,　M.Si.  Director

（6） 南スマトラ州開発企画局（Regional Development Planning Agency of South Sumatra：BAPPEDA）

Mr. Johanes  Director

（7）南スマトラ州環境局（Regional Environment Agency of South Sumatra：BLH）

Mr. Bakhir Rasyid, SE, MM, M.Si  Director
Mr. Ir. H. Hadenli Ugihan, M.Si  Deputy Director

（8）ドイツ技術協力公社（Deutsche Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit：GIZ）
Mr. Heiner von Luepke  Policy Advice for Environment and Climate Change

（PAKLIM）

Mr. Raphael Anindito  Inventory of Methods for Climate Change Adaptation 
Project

（9）オーストラリア国際開発庁（Australian Agency for International Development：AusAID）

Ms. Skye Glenday  Climate Change Advisor

１－５　協議結果の概要

中間レビュー調査の結果については、別途、Report of the Mid-Term Review としてとりまとめ、

調査最終日（2 月 22 日）に、インドネシア国側の 3 つの実施機関と合意に至った。なお、Report
へのインドネシア国側署名については、事後に取り付けることとした。

（1）各サブプロジェクトの主な進捗状況

以下のとおり、プロジェクト目標達成に向けた各サブプロジェクトの活動進捗状況は、お

おむね順調であり、各サブプロジェクトにおいて前向きな成果が確認された。

1）サブプロジェクト 1（SP-1）「開発計画における気候変動対策の主流化」

プロジェクト期間：2010 年 10 月～ 2015 年 10 月

C/P 機関：国家開発企画庁（BAPPENAS）
①緩和分野

・ 2011 年度まで、パイロット地域（南北スマトラ）での優先プロジェクトの開発を行っ

ていたが、2011 年 9 月の大統領規則による RAN-GRK の発令に伴い、活動内容を修正

（2012 年 1 月に修正 PDM を M/M で合意）。

・ RAN-GRK 事務局の活動支援（GIZ、AusAID 等と協調）、パイロット地域（南北スマトラ、

西カリマンタン）での州別気候緩和行動計画（Regional Action Plan on Green House Gas 
Emissions Reduction：RAD-GRK）の策定支援を実施。インドネシア国全 33 州のうち、

現時点で 29 州において RAD-GRK が州知事令として発令済み。今後は国レベルでの

緩和策の策定・実施・モニタリング支援を継続予定である。
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②適応分野

・ 国家開発企画庁（BAPPENAS）のもとに、現地有識者から成る適応委員会とストック

テーキングチームを設立。適応策主流化のための戦略を策定し、また、国家気候変動

適応行動計画（National Action Plan of Climate Adaptation：RAN-API）の策定支援を継続

中（GIZ、ADB 等と協調）。

・ 北スマトラにおける稲作生産保障のための異常気象への適応策に係る、北スマトラ州

知事令発令を支援した。

③国家開発計画（2015 ～ 2019 年）背景調査

・ BAPPENAS の天然資源・環境局のもとにある 5 つのセクター課に相当する、①環境、

②食糧・農業、③森林・水資源、④海洋・水産、⑤エネルギー・鉱物資源の 5 分野で

の背景調査の TOR（Terms of Reference）をドラフト済み。気候変動主流化にとどまらず、

自然資源管理や環境、持続可能な開発という視点を包含し、プロジェクトの当初計画

よりも幅広い範囲を対象とすることになった。

2）サブプロジェクト 2（SP-2）「脆弱性評価」

プロジェクト期間：2010 年 10 月から 2013 年 10 月（延長予定）

C/P 機関：気象・気候・地球物理庁（BMKG）

・ バリ島をパイロットサイトとした活動を実施中。長期専門家により、脆弱性評価マップ

の作成に必要な GIS の技術、及び適応能力に関する社会調査などの実地調査にかかる技

術移転を行っている。

・ 今年度、本邦研修・短期専門家派遣において、中央及びバリ島の BMKG 職員を対象とし、

全球気候モデル（Global Climate Model：GCM）データのダウンスケーリングと、ダウン

スケーリングした気候データを基にした影響評価に関する能力強化を実施。

・ 残りのプロジェクト期間で、他の地域への適用を念頭に置いた脆弱性マッピング・ガイ

ドラインの作成を行う計画。また、ダウンスケーリングにかかる能力強化を継続して実

施する予定。

3）サブプロジェクト 3（SP-3）「国家温室効果ガスインベントリ整備」

プロジェクト期間：2011 年 4 月から 2015 年 4 月

CP 機関：環境省（KLH）及び各ライン省庁

・ 2011 年に、国家 GHG インベントリにかかる大統領規則 71 が制定され、インベントリ

にかかる国内体制が明確になった一方で、各セクターのインベントリの算定を各ライン

省庁が行うこととなった。国家 GHG インベントリのプロセスにかかる国内体制の検討・

文書化を進めると同時に、GHG インベントリ分野ごとのワーキンググループを設置し

て、インベントリの作成を進めている。

・ 各ライン省庁のワーキンググループにおける活動進捗はばらつきがあるものの、2013
年 3 月までに 2008 年のインベントリ（ドラフト）を完成させる予定で活動を推進して

いる。

・ 2013 年 1 月に、GHG インベントリ作成にかかるデータ収集、算定作業、品質保証 / 品
質管理（Quality Assurance/Quality Control：QA/QC）活動、データの保存を行うための国
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家 GHG インベントリ・システム（National Greenhouse Gas Inventory System：SIGN）セ

ンターが、日本の国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス（Greenhouse Gas 
Inventory Office of Japan：GIO）をモデルとして KLH 内に設置された。本プロジェクトで

は、SIGN センターの機能・役割にかかる技術提言や、能力強化にも取り組んでいる。

・ プロジェクト終了までの期間で、2010 年のインベントリを完成させる予定。継続的な

インベントリ作成のための体制づくり・能力強化を図る予定。

・ インベントリの精度向上を目的とし、南北スマトラにおいて廃棄物分野のパイロット活

動を行っている。インドネシア国は、他の国よりも廃棄物セクターにおける温室効果ガ

ス排出量が多いとされている一方で、十分な統計データがないため、現地調査を踏まえ

たより地域の実情を反映した排出係数の開発に取り組んでいる。

・ 国連気候変動枠組条約（United Nation Development Program：UNFCCC）のもとで途上国

に（能力に応じて）提出が義務づけられた隔年報告（Biennial Update Report：BUR）の

作成という点からも、インベントリの重要性が高まりつつある。

（2）5 項目評価

1）妥当性：高い

インドネシア国における気候変動政策（中期国家計画（RPJMN）、RAN/RAD-GRK、

RAN-API、国家 GHG インベントリ作成など）に対して柔軟な協力を行っており、気候

変動政策との整合性・貢献度が高い。

2）効率性：高い（見込み）

活動内容に照らして、おおむね適切な投入が行われている。特に、現地のリソースパー

ソンとの連携により、政策ニーズに応じた柔軟な協力が可能となっている。また C/P 機

関のオーナーシップも高い。

3）有効性：高い

3 つのサブプロジェクトにおいて、政策立案 / 実施、中央レベル / 地方レベルでのさ

まざまな支援内容を行っており、C/P との密なコミュニケーションのもとで柔軟な協力

が行われている。

4）インパクト

以下のとおり、パイロット活動の成果によるより実践的な政策レベルへの裨益、また

各サブプロジェクト間のシナジーによる、上位目標達成に向けた前向きなインパクトが

期待できる。

・ RAN/RAD-GRK のモニタリング・評価・報告（Monitoring,Evaluation and Reporting：MER）
におけるインベントリデータの活用（SP-1 と SP-3 のシナジー）

・ 廃棄物分野のインベントリデータを活用した、廃棄物管理の改善

・ BMKG における実践的な脆弱性評価の実施と、適応策における気候データの活用（SP-1
と SP-2 のシナジー）

5）持続性

現段階で持続性を評価することは時期尚早であるが、インドネシア中期国家開発計画

（National Med-term Development Plan：RPJMN）における気候変動対策を含む持続的開発

の主流化は、プロジェクトの持続性確保のために重要な位置づけとなる。RAN-GRK 事
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務局、RAN-API 事務局や SIGN センターへの適切な人員の配置、予算措置が持続性にお

ける課題と考えられる。

１－６　調査団所感

（1 ）本中間レビュー調査では、本プロジェクトの投入規模（3 つのサブプロジェクトから構成

され、全体で事前評価額 12 億円）の大きさ、及び、対象地域の広さ（中央、地方のパイロッ

トサイト（バリ、南北スマトラ）にて活動中）から、現地調査に約 1 カ月を費やし、できる

だけ多くの関係者とのインタビュー及び協議を通じ、情報を収集することに注力した。5 項

目評価、及び結論・提言については、中間レビュー調査報告書（英文）のとおりであるが、

これらを通じたものとして特に、以下（2）及び（3）の点について強調したい。

（2 ）柔軟性の重視。アンブレラや、適応策・緩和策を扱う SP-1 では、インドネシア国政府の

政策の変化に柔軟に対応して活動内容を修正してきており、この点については、JCC 議長の

BAPPENAS 担当次官からも高く評価されている。他方で、案件監理の難易度は高く、適切

なモニタリング・評価・予算執行のため、管理ツール（PDM、PO、予算計画等）の十分な

活用が求められる。

（3 ）コミュニケーション重視。上記（2）の柔軟性を確保してプロジェクトを実施するためには、

インドネシア国側の主要な 3 つの実施機関のみならず、パイロットプロジェクトの対象とな

る地方自治体を含め、多岐にわたる関係者がプロジェクトに対する共通理解をもつ必要があ

ることから、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）や Joint Meeting などの会

議が有効に活用されてきた。また、JICA 側も、長期専門家を計 6 名配置し、日常的に日尼

の相互理解が図れる体制を十分に活用してきた。なお、今次レビューでのインタビュー及び

協議を通じ、チーフアドバイザーをはじめ、各長期専門家が C/P から信頼を得て活動してい

ることも観察された。

（4 ）本中間レビュー時の報告会（Joint Meeting として実施）では、調査団からインドネシア国

側関係者に対し、目標達成に向かっておおむね順調に進捗していると判断していること、今

後は、本中間レビューでの提言を、各実施機関が適切に遂行することが求められること、次

の終了時評価では、インドネシア国側からも評価団員を輩出するなどより大きく関与しても

らうことなどを説明し、関係者の了解を得た。

（5 ）本中間レビュー中に、日本から国立環境研究所 AIM（アジア太平洋統合評価モデル）チー

ムが来尼し、インドネシア国（バンドン工科大学等）との低炭素戦略共同研究に関し、初め

ての政策決定者（BAPPENAS、財務省等）向けワークショップが開催された。インドネシア

国側が、今後の研究成果をいかに気候変動政策に反映しようとするのか、本プロジェクトに

も大きく関係することから、今後、共同研究者を通じ、適宜、意見・情報交換を行うことと

する。
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第２章　インドネシア国における気候変動政策の動向

２－１ インドネシア国の気候変動対策

インドネシア国は土地利用変化、及び林業分野を含めた場合には世界有数の GHG 排出国であ

るうえ、経済成長に伴いエネルギーと交通分野でのGHG排出が急増している。こうした理由から、

インドネシア政府は気候変動対策を積極的に推進している。

また、インドネシア国は（土地利用変化及び林業分野での排出を含めた場合）世界有数の温室

効果ガス排出国であるとされる。インドネシア政府による 2000 年から 2005 年までの総排出量の

推計によると、土地利用の変化及び林業分野（泥炭地関連の排出含む）が総排出量の変動に大き

く寄与しており、また、排出量の変動も激しい（図２－１参照）。また、エネルギー分野では排

出量の増加傾向が見てとれる。また、将来の排出量は、現状のまま対策を講じない場合（BAU）

では、2020 年におよそ 2.95GtCO2e（2000 年の排出量の 2 倍以上）まで増加すると予測されてい

る（「第二次国別報告書」）。
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出所：（KLH 資料に基づき作成。（原典では単位 Gigagram）

図２－１　近年の GHG 排出状況

2009 年 9 月、ユドヨノ大統領は、他の ASEAN 諸国に先立って「2020 年までに対策を取らな

い場合（BAU）と比較して 26％（国際的支援を得た場合には 41％）の GHG 排出量を削減する」

という目標を表明した
1
。

2010 年に公布された中期国家開発計画（RPJMN）では、13 の優先課題の 1 つに気候変動が指

定された。国家気候変動評議会（National Council on Climate Change：DNPI）の設立、各省庁レベ

ルでの気候変動担当部局の設置など、気候変動に取り組む政府の体制も強化されつつある。

1
　 この目標は、後にコペンハーゲン合意に基づく目標として、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）に提出された。
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2020 年までの排出量削減目標に向けて、政府は「国家温室効果ガス排出削減行動計画（RAN-
GRK）」を策定、2011 年 9 月にこれを大統領令 2011 年 61 号として公布した。同計画は、気候変動

緩和策の基本方針、関係機関の責務や役割、セクターごとの排出削減目標のほか、2020 年まで

に実施する対策を指定している。さらに、盛り込まれた対策の実施状況は、毎年のモニタリング

と報告、定期的なレビューが行われることになっている。

また、州の政府は、同計画の施行から 1 年以内に州の GHG 排出削減行動計画を策定すること

を義務づけた。中央政府が、州政府の緩和行動計画策定と実施を支援する事務局を設置し、各州

の担当者を招いてトレーニングワークショップを行うなど、策定支援に力を入れたことも手伝

い、2012 年 12 月までに全国 33 州のうち、27 州が知事令の形で公布を終えた。JICA の本技術協

力プロジェクトでも南北スマトラ州、及び西カリマンタン州の GHG 排出削減行動計画の支援を

行っている。

GHG 排出削減の取り組みは 5 分野で実施されることになっているが、削減量の大半が「森林

と泥炭地」に関する政策から得られる見込みである
2
。「森林及び泥炭地」由来の GHG 排出を削減

する施策としては、森林管理ユニットという組織の設立、持続的な農業のための泥炭地管理、保

全・保護地域の管理、社会林業や産業植林、流域の復旧推進、森林減少・劣化からの排出量削減

（Reducing Emissions from Deforestation and forest Degradation：REDD+）3
のデモンストレーション活動

などがある。

表２－１　GHG 排出削減目標の分野別内訳

分野
排出削減目標量（単位：Gigaton CO2e）

主な担当省庁
26％削減の場合 41％削減の場合

森林及び泥炭地 0.672 1.039
林業省、環境省、公共事業省、

農業省

廃棄物（排水含む） 0.048 0.078 公共事業省、環境省

農業 0.008 0.011 農業省、環境省、公共事業省

工業 0.001 0.005 工業省、環境省

エネルギー及び運輸 0.038 0.056
運輸省、エネルギー鉱物資源省、

公共事業省、環境省

合計 0.767 1.189

出所：RAN-GRK

インドネシア国における REDD+ は、国内、国外どちらからも高い関心を集めている。政府は

早くから林業省を中心として REDD+ に関する国内ルールづくりに取り組んできたが、2010 年 5
月、ノルウェーとの間で REDD+ 推進を目的とする 10 億ドルの資金協力に合意したことは、政

府の取り組みを再編・強化するきっかけになった。新たに結成された REDD+ タスクフォースは、

関連する政策枠組みや制度構築の中心的な役割を担い、天然林及び泥炭地の開発に係る新規の許

2
　26％削減の計画では、「森林と泥炭地」分野の取り組みで削減される排出量が、全体の 88％に相当する。

3
　 REDD+ は「REDD（森林減少及び劣化の抑制）に加え、森林の保全及び持続可能な森林管理並びに森林の炭素ストックの向上（森

林蓄積量の増加）を含めた取り組み」です。
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可を 2 年間凍結する大統領令（いわゆる「モラトリアム」、2011 年 5 月）の制定、「REDD+ 国家戦略」

の策定（2012 年）を実現した。現在、政府内で「REDD+ 庁」を新設する準備作業が行われてい

る。REDD+ のパイロット事業は、国内の多くの地域で、ドナー機関や NGO の協力のもと実施さ

れている。日本も REDD+ のフィージビリティスタディに協力している。

REDD+ と並んで注目されるもう 1 つの分野は、再生可能エネルギーの開発である。インドネ

シア国政府は全発電量に占める再生可能エネルギーの比率を、中期的に向上させることをめざし

ており、なかでも地熱発電は、2025 年までに現在の 10 倍以上にあたる 12,000MW の設備容量を

実現するとしている
4
。このため、固定価格買い取り制度の導入、試掘ファンドの設立など、再生

可能エネルギー開発の初期段階における企業・投資家のリスクを緩和する仕組みが整えられつつ

ある。世界有数のポテンシャルを有する地熱発電分野には、海外の援助機関や企業・投資家から

の期待も高い。日本からも、三菱商事、住友商事、丸紅や伊藤忠商事などが、インドネシア国で

の地熱発電開発に参画を表明している。

各分野で実施される GHG 排出削減の取り組みと同様に、各分野や地域での GHG 排出源と削

減量を正確に把握することも重要な課題である。インドネシア国政府は、JICA の本プロジェ

クトの技術協力支援などを得ながら、国家 GHG インベントリ制度の構築にも取り組んでいる。

2011 年 10 月には、インベントリで扱う内容や実施体制・手続きなどを定めた「国家温室効果ガ

ス（GHG）インベントリに係る大統領規則 71/2011」が公布された。

イ ン ド ネ シ ア 国 政府は、気候変動への適応にも積極的に取り組んでいる。国土の各地域が

被る被害を予測するシナリオの開発や、（JICA の本プロジェクトによる支援も含む）各地の脆

弱性マップの作成が進められるとともに、被害を最小化するための政策づくりも行われている。

2012 年には、国家気候変動適応行動計画（RAN-API）が起草され、統合報告書が 11 月に完成した。

2013 年の上半期には完成となる見込みである。RAN-API 策定の目的は、国家開発計画への気候

変動適応課題の主流化の方向性、短期・中期・長期的なより統合されたセクター別（クロスセク

ター含む）適応行動の方向性、短期的な優先適応行動と国際資金調達の方向性の提示、関係者間

のコミュニケーションや調整の改善を進めることなどである。

適応策の重要課題には、水不足や洪水に備える水資源管理、降水量の変化を見越した農業（と

くに稲作）の強化、海面上昇や水温の変化に対応するための水産業の強化、沿岸地域における高

潮や暴風への対策、気温と降水の変化に伴う生物媒介感染症拡大への備えなどが含まれる。いず

れも、州、県、市やコミュニティレベルで地道な取り組みを継続しなければ効果が上がらない分

野である。他の環境問題と同様に、地方政府が十分な資金や能力を備えていない場合もあるため、

中央政府や国際社会からの協力が望まれる。

多岐にわたる分野で、積極的な気候変動対策を進めるインドネシアだが、次のような課題も残

る。例えば、外国の民間企業がインドネシア国で REDD+ など、気候変動に関連する事業への出

資や技術提供を検討する際、将来的に排出権の獲得を視野に入れることもあるだろう。しかし、

RAN-GRK をはじめとする現行の計画や制度では、排出権の取り扱いが明確に規定されていない。

今後、国際援助機関や外国政府からだけでなく、民間の投資を活発に呼び込むためにも、排出権

の取り扱いの明確化を含む制度や、運用面に係る制度改善と精緻化を進めることが期待される。

4
　 2012 年 12 月 10 日に閲覧。2006 年に大統領規則として発令された「国家エネルギー政策」では、2025 年時点の目標を 9,500MW
と定めていたが、その後 12,000MW に改定された。Ministry of Energy and Mineral Resources, Republic of Indonesia （http：//www.
esdm.go.id/index-en/83-energy/4068-the-government-targeted-to-develop-pltp-up-to-12000mw-by-2025.html）
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　プロジェクトの投入実績

３－１－１　日本側の投入

（1）専門家派遣：

現在、サブプロジェクト 1（SP-1）には 2 名の長期専門家、サブプロジェクト 2（SP-2）
には 1 名の長期専門家、サブプロジェクト 3（SP-3）には、1 名の長期専門家及び業務実

施契約による短期専門家（5 ～ 7 名程度）が派遣されている。また、これらのサブプロジェ

クトを総括するアンブレラ専門家として、チーフアドバイザー及び業務調整員が派遣され

ている。

（2）本邦研修：

2013 年 1 月末時点で、42 名が日本における研修に参加している。その内訳は、SP-1 が

16 名、SP-2 が 9 名、SP-1 が 17 名である。

（3）在外事業強化費：

2013 年 1 月末時点で、20,602,218,899 Rp. である。

（4）機材供与：

事務用機器として、コンピュータ、プロジェクタ、プリンタ、インターネット接続機器、

シュレッダー等が供与されている。それに加え、SP-2 の GIS 研修用機材として、コンピュー

タ及びソフトウェアが供与されている。

３－１－２　インドネシア国側の投入

（1）C/P 要員：

プロジェクト実施体制として、プロジェクトダイレクターの下、3 名のサブプロジェク

トダイレクター（SP-1 のダイレクター、SP-2 のダイレクター、SP-3 のダイレクター）が

配置されている。

各サブプロジェクトの C/P 人数は、SP-1 が 17 名、SP-2 が 7 名、SP-3 が 15 名である。

（2）施設等の提供：

専門家の執務室が提供されている。

（3）ローカルコスト：

SP-1 が 1,600,000,000 Rp.、SP-2 が 1,575,550,000 Rp.、SP-3 が 5,000,000,000 Rp. である。
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３－２　プロジェクトの活動進捗状況（成果の達成度）

３－２－１　サブプロジェクト 1（SP-1）
（1）緩和分野

プロジェクトは、GIZ、AusAID 等と協調し、国家気候変動緩和行動計画（RAN-GRK）

事務局の活動を支援している。

プロジェクトは、2012 年 3 月まで、パイロット地域（南北スマトラ州）において、短

期専門家チーム（業務実施契約によるコンサルタントチーム）によって、優先プロジェク

トの開発を行っていた。しかしながら、2011 年 9 月に「国家温室効果ガス排出削減にか

かる大統領規則 61/2011」が発令されたことに伴い、プロジェクト活動が修正され、2012
年 1 月 26 日付で、JICA と BAPPENAS の間で修正 PDM が M/M で合意された。

プロジェクトは、BAPPEDA 及び関係機関からなる作業グループを立ち上げ、南スマト

ラ州、北スマトラ州、西カリマンタン各州における州別気候変動緩和行動計画（RAD-GRK）

の策定を支援した。これに加え、RAN-GRK 事務局がその他の州の RAD-GRK 策定も支援

した結果、2013 年 2 月時点でインドネシア国全 33 州のうち、29 州において RAD-GRK が

州知事規則として発令されている。

（2）適応分野

プロジェクトの開始以降、国レベル及び州レベルの適応分野に係る活動を支援してい

る。プロジェクトの活動内容は、BAPPENAS 側のニーズの変化に柔軟に対応してきてお

り、現地の専門家等の有識者から成る有識者委員会と、実際の作業を行うストックテーキ

ングチームの設立に至った。その結果、適応の考え方を国家開発計画に取り入れる主流化

のための戦略が策定された。この戦略には、適応策のモニタリング及び評価についての提

言も盛り込まれており、BAPPENAS 側に正式に提出されている。現在、プロジェクトは、

GIZ、アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）等と協調し、国家気候変動適応行

動計画（RAN-API）の策定を支援中である。

プロジェクトは、“北スマトラにおける稲作生産保障のための異常気象への適応策に係

る北スマトラ州知事令 188.54/05/INST/2012”の発令（2012 年 12 月 5 日付）を支援した。

（3）インドネシア中期国家開発計画（RPJMN 2015-2019）のための背景調査

プロジェクトは、BAPPENAS 側の要望に応え、BAPPENAS の天然資源・環境局のもと

にある 5 つの課（Directorate）に相当する、①環境、②食糧・農業、③森林・水資源保全、

④海洋・水産、⑤エネルギー・鉱物資源・鉱業の 5 分野での背景調査を支援することと

なった。プロジェクトは、当初計画よりも幅広い範囲を対象とすることになったが、背景

調査の結果は、RPJMN 2015-2019 のなかに気候変動主流化を包含した持続可能な開発をめ

ざすうえでの重要なインプット（情報、知見等）となることが期待されている。

３－２－２　サブプロジェクト 2（SP-2）
バリ島をパイロット地域として活動が実施されている。長期専門家により、脆弱性評価マッ

プの作成に必要な地理情報システム（Geographical Information System：GIS）の技術、統計手法、
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及びコミュニティの適応能力に関する社会調査などの実地調査に係る技術移転が行われてい

る。

2012 年に、本邦研修を通じて中央及びバリ島の BMKG 職員を対象とし、全球気候モデル

（GCM）データのダウンスケーリングと、ダウンスケーリングした気候データを基にした影響

評価に関する能力強化が実施された。この能力強化の一環として短期専門家が派遣され、中央

及びバリ島の BMKG において、フォローアップ研修が実施された。

SP-2 は、2013 年 10 月に終了するため、現在、プロジェクトの成果品である「脆弱性評価マッ

プ」と「ガイドライン」が作成されている。

３－２－３　サブプロジェクト 3（SP-3）
2011 年 10 月に、「国家温室効果ガス（GHG）インベントリにかかる大統領規則 71/2011」が

発令され、GHG インベントリにかかる国内体制や KLH の役割が明確になった。一方で、各

分野のデータ収集やインベントリの算定作業は、関係省庁毎に行われることとなった。現在、

KLH は GHG インベントリのプロセスにかかる国内体制の検討・文書化を進めると同時に、イ

ンベントリ分野ごとの作業部会を設置して、インベントリの作成を進めている。

KLH は 2013 年 3 月までに 2008 年のインベントリ案を完成させる予定であり、プロジェクト

は KLH の活動を支援している。

2013 年 1 月に、GHG インベントリ作成にかかるデータ収集、算定作業、品質保証 / 品質管

理（QA/QC）活動、データの保存を行うための SIGN センターが、日本の国立環境研究所温室

効果ガスインベントリオフィス（GIO）をモデルとして、KLH 内に設置された。プロジェクト

は、SIGN センターの機能・役割に係る技術提言や能力強化にも取り組んでいる。

プロジェクトは、2008 年のインベントリ案の作成作業を通して能力強化に取り組んでおり、

インベントリの向上に資することが期待されている。2006 年の気候変動に関する政府間パネ

ル（Intergovernmental Panel on Climate Change：IPCC）ガイドラインによれば、GHG インベント

リには 239 のサブセクター / カテゴリがある。UNFCCC に提出された第 2 回国別排出量報告書

（The Second National Communication to the United Nations Framework Convention on Climate Change：
SNC）で算定された 103 のサブセクター / カテゴリのなかで、21 のカテゴリがプロジェクトの

活動によって、部分的に改訂されることが期待されている。また、136 のカテゴリで新たに見

積もられる可能性があるか、または適切な注釈用語（ノーテーションキー）
5
をつけられること

が期待されている。

プロジェクトは、南スマトラ州と北スマトラ州をパイロット地域として位置づけ、廃棄物分

野のパイロット活動を行っている。インドネシア国は廃棄物分野における温室効果ガス排出量

が多いとされている一方で、十分な統計データがないため排出量が多めに算定されているとの

報告があった。そのため、パイロット活動では、現地調査を踏まえたより地域の実情を反映し

た排出係数の開発に取り組んでいる。パイロット活動で得られる正確なデータや排出係数は、

廃棄物分野における根拠に裏づけされた政策立案や評価だけではなく、RAN-GRK や RAD-

5
　 温室効果ガス・インベントリに係る調査の成果は、データやパラメーターの収集だけではなく、データの入手可能性などの状

況を明らかにすることによっても得られる。そのようなデータの所在や不所在に係る説明を付するために用いられている注釈

用語（notation key）には次のようなものがある。＜ NO “Not occurring,”NE “not estimated”, NA “not applicable”, IE “included 
elsewhere, ”C“confidential”＞
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GRK のモニタリング・評価・報告（MER）の流れにおいても、有効に活用されることが期待

されている。

３－２－４　各サブプロジェクトの成果と指標との比較

（1）サブプロジェクト 1（SP-1）
中間レビュー調査時点において、PDM の成果に挙げられている指標（PDM 1、2012 年

1 月 10 日）と進捗状況を比較すると、その達成状況は下記のとおりである。

成果 1： RAN-GRK 事務局の支援を通じて、パイロットセクターにおける測定、報告、検証可能な

国別に適切な緩和行動（NAMA）策定に係る能力が強化される。

指標：

（1-1） 他の開発途上国によって、提出された NAMA のタイプ別に必要とされる MRV（測定・報告・

検証可能）に関する理解度の向上。

（1-2） インドネシア国のパイロット・（サブ）セクターにおける NAMA のタイプ別に必要とされる

MRV に関する理解度の向上。

（1-3） NAMA 策定における MRV の課題を NAMA の策定に反映させること。

（1-4） RAN-GRK を策定するための事務局の管理能力。

（1-5） パイロット地域における RAD-GRK の策定。

＜達成状況＞

（1-1）実施可能な NAMA プロジェクト、及びその MRV の実現に向けた必要性評価が、

NAMA 検討委員会において行われた。

（1-2）NAMA に係る州作業グループとの意見交換に基づき、NAMA プロジェクト候補が

提案され、選定基準に基づき評価されるまでに至った。

（1-3）実施可能な NAMA プロジェクト、及びその測定・報告・検証（MRV）の実現に向

けた必要性評価が、NAMA 検討委員会において行われた。

（1-4）プロジェクトは、GIZ、AusAID 等と協調し、RAN-GRK 事務局の活動を支援している。

具体的には、南スマトラ州、北スマトラ州、西カリマンタン各州における RAD-GRK の策

定を支援したほか、RAN-GRK 事務局がその他の州の RAD-GRK 策定も支援している。

（1-5）パイロット地域における気候変動緩和行動計画案として、エネルギー効率の向上

（パーム油生産及びゴム加工）及び廃棄物管理の提案に至った。その後、南スマトラ州、

北スマトラ州、西カリマンタン各州における RAD-GRK の策定を支援した。
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成果 2：開発計画における気候変動適応政策の主流化に係る能力が強化される。

指標：

（2-1） パイロット地域における開発計画、気候変動適応策の関連性にかかる地方政府、及び関係機

関の理解度の向上。

（2-2） 気候リスクに関するスクリーニング・ツールを、パイロット地域の開発計画で活用すること。

＜達成状況＞

（2-1）現地の有識者から構成される有識者委員会は、プロジェクトの支援を受け、国家開

発計画における気候変動適応策の主流化に係る「戦略ペーパーのコンセプト・ノート」を

作成した。また、有識者委員会によって、主流化戦略の「広報用ブックレット（要約版）」

が作成された。

（2-2）プロジェクトは、有識者委員会（適応に係る委員会）の設立及び運営への支援を

行った結果、国家開発計画における気候変動適応策の主流化に係る戦略ペーパーが策定さ

れ、BAPPENAS 側に提出された。この戦略ペーパーには、適応策のモニタリング及び評

価についての提言も盛り込まれている。現在、プロジェクトは、GIZ、ADB 等と協調し、

RAN-API の策定を支援中である。

2011 年に発令された「異常気象に対する国家稲作生産保障のため、大統領令（No.5/2011）」
に基づき、北スマトラ州はその適応策を策定することになった。プロジェクトはこの策定

段階から、現地の専門家や州関係者によって構成される作業グループを設置、運営等の支

援を行った。その結果、「北スマトラにおける稲作生産保障のための異常気象への適応策

に係る北スマトラ州知事令 188.54/05/INST/2012（2012 年 12 月 5 日）」が発令されるまでに

至った。

成果 3： 中期国家開発計画（RPJMN 2015-2019）にかかる、低炭素型開発及び気候変動の緩和策・

適応策に関する背景調査（background study）が、英語並びにインドネシア語でまとめられる。

指標：

（3-1）背景調査（background study）の結果が中期国家開発計画（RPJMN 2015-2019）に活用される。

＜達成状況＞

（3-1）中期国家開発計画のなかに気候変動主流化を包含したものとするため、プロジェク

トは背景調査を実施するための準備作業を行っている。

（2）サブプロジェクト 2（SP-2）
中間レビュー調査時点において、PDM の成果に挙げられている指標（PDM 0, 2010 年 

9 月 8 日）と進捗状況を比較すると、その達成状況は次のとおりである。



－ 17 －

成果 1： BMKG（気象・気候・地球物理庁）、及び関係機関が脆弱性評価の基礎的能力を習得する。

指標：

（1-1）基礎的脆弱性評価に関する研修ワークショップの枠組みが文書化される。

（1-2）研修ワークショップにより、脆弱性評価の理解度が向上する。

＜達成状況＞

（1-1）専門家によって、BMKG の脆弱性評価に対する取り組み及び職員の能力が把握され

た。これに基づき、研修ワークショップが立案され、脆弱性評価の概念や基礎的事項の技

術移転の開始に至っている。具体的には、脆弱性評価マップの作成に必要な GIS の技術、

統計手法等を、研修ワークショップ等を通じて移転している。

（1-2）脆弱性評価に対するインドネシア国政府の取り組みを把握するため、専門家と

BMKG 職員によって、中期国家開発計画（RPJMN）や国家行動計画を含む政策レポート

から、インドネシアにおける気候変動の影響を抽出した。その結果、同国においては、稲

作を含む農業に対する気候変動の脆弱性を調べることが、最優先課題であることが共通認

識として理解された。

成果 2：気候変動予測及び検証に関する BMKG、及び関係機関の能力が強化される。

指標：

（2-1）長期本邦研修参加者によって、暴露度（Exposure）地図を含む研修報告書が作成される。

＜達成状況＞

（2-1）BMKG の職員 1 名が、長期本邦研修員として茨城大学農学部の修士課程で学んでい

る。同研修員は、2013 年の 3 月に帰国予定であり、稲作への気候変動脆弱性評価のガイ

ドラインを作成する活動に関わる予定となっている。また、2011 年 2 月の気候変動に関

する課題別研修に、BMKG から 2 名の職員が参加している。研修は、水災害・リスクマ

ネジメント国際センター（Global Centre of Excellence for Water Hazard and Risk Management：
ICHARM）で行われ、水利モデルを使用する技術を習得するとともに、日本の気候変動対

策を学んだ。さらに、8 名の BMKG 職員が気候変動脆弱性評価に関する研修を受講した。

これらの職員の能力強化の一環として短期専門家が派遣され、中央及びバリ島において、

フォローアップ研修が実施された。

成果 3：適応能力の評価に関する BMKG と関係機関の能力が強化される。

指標：

（3-1）パイロット地域での脆弱性評価報告書と脆弱性マップが作成される。

＜達成状況＞

（3-1）パイロット地域としてバリ島が選ばれた。その理由は、

1）最初の能力強化パイロットケースとして複雑でないこと、

2）バリ島では脆弱性に関連する政策プランが制定されていたこと、
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3）バリ島はインドネシア国のなかでも有数の稲作の生産地であること、を考慮したた

めである。その後、適応能力（adaptive capacity）のデータ収集を行うために、基礎調査

が行われた。

現在、プロジェクトの成果品である脆弱性評価マップとガイドラインの作成が行なわれ

ており、「脆弱性評価マップ（案）」が、2013 年 3 月に作成される見込みである。その後、

関係者への説明や意見交換等の情報共有段階を経て、2013 年 8 月までに「脆弱性評価ガ

イドライン」が作成される見込みとなっている。

成果 4：関係機関の連携を含めた、脆弱性評価の実施体制が構築される。

指標：

（4-1）プロジェクトの成果を広めるためのワークショップが、開催される。

＜達成状況＞

（4-1）インドネシア国内において、BMKG 以外にも脆弱性評価を行う組織があるかどうか

の確認が行われた。その結果、例えば、KLH では主に GIZ からの援助を受けて、スマト

ラ島やロンボク島で脆弱性評価を行っていることが確認された。そのため、プロジェクト

では、GIZ の専門家を通して、KLH が行っている脆弱性評価と、プロジェクトで技術移転

しているものが、方法論等で大きな相違点がないように議論をしている。

（3）サブプロジェクト 3（SP-3）
中間レビュー調査時点において、PDM の成果に掲げられている指標（PDM 0, 2010 年 

9 月 17 日）と進捗状況を比較すると、その達成状況は下記のとおりである。

成果 1：国家 GHG インベントリ策定のための国内体制が構築される。

指標：

（1-1）インベントリ編纂に関する手続きの文書化をする。

（1-2）品質保証 / 品質管理（QA/QC）に関する手続きの文書化をする。

（1-3）国家 GHG インベントリ策定に関する制度的取り決めに関する文書化をする。

＜達成状況＞

（1-1）GHG インベントリに関する基礎的な情報を扱ったワークショップが年に 2 回（2011
年 6 月と 10 月）開催されている。2006 年 IPCC の「GHG ガイドライン概要版」が作成された。

（1-2）「国家温室効果ガス（GHG）インベントリにかかる大統領規則 71/2011」に基づいた

QA/QC 手法について、KLH・ライン省庁と協議・議論が進められ、文書化が進行中である。

（1-3）QA/QC 手法・インベントリ作成手順・組織間協力体制の文書化が進行中である。
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成果 2： 国家 GHG インベントリ報告書（National GHG Inventory Report：NIR）に必要なデータ

を定期的、かつ体系的に収集・編纂するための能力が強化される。

指標：

（2-1）定期的な NIR の作成。

（2-2） NIR に関する収集・算定データを、確立されたデータベースに適合させて保管・維持す

ること。

＜達成状況＞

（2-1）定期的な NIR の作成に向けたワークショップ / 研修が開催されている。KLH は 2013
年 3 月までに 2008 年のインベントリ案を完成させる予定であり、プロジェクトは KLH の

活動を支援している。また、プロジェクト期間中に 2010 年のインベントリ案の作成支援

を計画している。

（2-2）プロジェクトは、データ収集を定期的かつシステム的な行えるように KLH を通して、

各省庁間と協議している。KLH 内に設置された SIGN センターが、GHG インベントリの

QA/QC 活動、データ収集、保存を行うことになったため、プロジェクトは、SIGN センター

の機能・役割にかかる技術提言や能力強化にも取り組んでいる。ライン省庁から聞き取り

を行い、QC 活動（算定方法の確認・検証作業）が実施されている。また、バックデータ、

算定方法が明確になっている排出・吸収源の算定方法について、文書化したマニュアルの

作成が進められている。

成果 3： 各分野（エネルギー、工業プロセス、農業、土地利用・土地利用変化及び林業、並び

に廃棄物）において、GHG インベントリの正確性及び信頼性が向上する。

指標：

（3-1）今まで未推計であった、カテゴリの排出・吸収量を新たに算定すること。

（3-2）排出係数及び他の係数の改善。

＜達成状況＞

（3-1）2006 年 IPCC の「GHG ガイドライン（概要版）」が作成された。エネルギー分野、

工業プロセス分野、農業分野について、ライン省庁が用いた算定方法の検証が進められ

ている。また、ワークショップにおいて、第 2 回国別排出量報告書（SNC）の GHG イン

ベントリにおける主要排出・吸収源が確認され、データの正確性及び信頼性を改善する

ための優先すべき排出・吸収源を特定するための支援が計画されている。「国家温室効果

ガス（GHG）インベントリにかかる大統領規則 71/2011」では、KLH が廃棄物分野のデー

タ収集及び算定を実施する責任省庁と規定されたため、廃棄物分野のデータ収集 / 正確性

向上に向けた、マニュアルがプロジェクトの支援によって作成された。2006 年の「IPCC
ガイドライン」によれば、GHG インベントリには 239 のサブセクター / カテゴリがある。

UNFCCC に提出され、SNC で算定された 103 のサブセクター / カテゴリのなかで、21 の

カテゴリがプロジェクトの活動によって、部分的に改訂されることが期待されている。ま

た、136 のカテゴリで新たに見積もられる可能性があるか、または注釈がつけられること



－ 20 －

が期待されている。

（3-2）バックデータ、算定方法が明確になっている排出・吸収源の算定方法について、文

書化したマニュアルの作成が進められている。南スマトラ州と北スマトラ州をパイロット

地域として位置づけ、廃棄物分野のデータ収集 / 正確性向上に向けた活動が実施されてい

る。パイロット地域における活動では、現地調査を踏まえたより地域の実情を反映した排

出係数の開発に取り組んでいる。また、インドネシア国の廃棄物管理の実情を把握するこ

とを目的として、北スマトラ州及び南スマトラ州の最終処分場において、ゴミ組成調査・

固形分割合の調査を行い報告がなされている。これらの調査結果は、廃棄物分野の GHG
排出量算定に係るマニュアルに反映される予定となっている。

３－３　プロジェクト目標の達成度

３－３－１ プロジェクト目標の達成の見込み

プロジェクト目標は、「気候変動政策の政策立案及びその基盤となる情報整備にかかる、イ

ンドネシア国政府の主要官庁、及び地方政府の能力が強化される。」である。中間レビュー調

査時点において、プロジェクト目標の達成に向けた各サブプロジェクトの活動進捗状況は、お

おむね順調であり、各サブプロジェクトにおいて前向きな成果が確認された。したがって、プ

ロジェクト終了時には、プロジェクト目標が達成されることが見込まれる。

３－３－２　プロジェクト目標の指標との比較

中間レビュー調査時点において、プロジェクト目標に掲げられている指標（PDM 0, 2010 年

10 月 26 日）の達成状況は、次のとおりである。

プロジェクト目標： 気候変動政策の政策立案、及びその基盤となる情報整備にかかる、イン

ドネシア国政府の主要官庁、及び地方政府の能力が強化される。

SP-1 の目標： 測定・報告・検証（MRV）が可能な国としての適切な緩和行動（NAMA）

の策定、及び開発計画への適応策の主流化にかかるインドネシア国政府

の主要官庁、及び地方政府の能力が強化される。

SP-2 の目標： 脆弱性評価が関連する組織等によって、円滑に実施される。

SP-3 の目標： 国家温室効果ガス（GHG）インベントリの策定がインドネシア国政府の

主要官庁間、及び地方政府間の協力によって進められる。

指標：

1）SP-1：グッド・プラクティス実践のためのガイドラインの活用。

2）SP-2：脆弱性評価の実施、及び脆弱性マップの作成に必要なガイドラインの活用。

3）SP-2：脆弱性評価、及び適応策を普及させるための管理体制の改善。

4）SP-3：国家 GHG インベントリ（2008 年及び 2010 年）の策定。

5）SP-3：低次の Tier（算定方法の段階）から高次の Tier への改善。
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＜達成状況＞

（1 ）SP-1 は、RAD-GRK 及び RAN-API の策定を支援している。加えて、インドネシア中期

国家開発計画（RPJMN 2015-2019）のための背景調査の実施を支援している。

（2 ）SP-2 は、2013 年 10 月の終了を控え、現在、プロジェクトの成果品である「脆弱性評価マッ

プ」と「ガイドライン」の作成が行われ、「脆弱性評価マップ（案）」は、2013 年 3 月に

作成される予定である。

（3 ）SP-2 の成果品である「脆弱性評価マップ」と「ガイドライン」は、関係者への説明や

意見交換等の情報共有段階を経て、2013 年 8 月までに作成される予定である。

（4 ）SP-3 の指標である国家 GHG インベントリの策定は、2008 年（案）が 2013 年 3 月に、

2010 年（案）が 2014 年 8 月に策定される予定である。

（5 ）SP-3 の指標である算定方法の段階の改善は、次のように進められる予定である。2006
年の「IPCC ガイドライン」によれば、GHG インベントリには 239 のサブセクター / カテ

ゴリがある。UNFCCC に提出された第 2 回国別排出量報告書（SNC）で算定された 103 の

サブセクター / カテゴリのなかで、21 のカテゴリがプロジェクトの活動によって、部分的

に改訂されることが期待されている。また、136 のカテゴリで新たに見積もられる可能性

があるか、または注釈がつけられることが期待されている。また、北スマトラ州及び南ス

マトラ州のパイロット地域では、廃棄物分野のパイロット活動が行われており、最終処分

場において、ゴミ組成調査・固形分割合の調査が行われた。これらの調査結果は、廃棄物

分野の GHG 排出量算定に係るマニュアルに反映される予定となっている。

３－４　プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項

３－４－１　インドネシア国の気候変動対策の政策変化に対する柔軟な対処

本プロジェクト開始以降、インドネシア国においては、気候変動対策に係る政策変化があっ

た。すなわち、2011 年 9 月に「温室効果ガス排出削減にかかる大統領規則 61/2011（RAN-GRK）」

が発令されたことに伴い、インドネシア国全州で州別気候変動緩和行動計画（RAD-GRK）の

策定が進められることになった。それに加え、2011 年 10 月に、「国家温室効果ガス（GHG）

インベントリにかかる大統領規則 71/2011」が発令され、GHG インベントリにかかる国内体制

が明確になった。特に SP-1 と SP-3 のプロジェクト活動においては、これらの政策変化に係る

政策立案や、能力強化に資する活動となることが求められるに至った。そのため、現地の専門

家等の有識者の活用を含め、プロジェクト活動が修正されるに至った。修正作業は必ずしも容

易ではなかったが、実施機関側C/Pと JICA専門家間の意思疎通や対話の結果、柔軟な対処に至っ

た。RAN-GRK や RAN-API のような気候変動に関するタスクに柔軟な対処が求められる SP-1
の活動内容は、活動計画表（Plan of Operations：PO）に基づきながらも、これらタスクに対処

するための作業計画が立案されている。
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３－４－２　 RAN-GRK 事務局に対する支援

プロジェクトは、RAN-GRK 事務局に対する支援活動を運営面・技術面で主導し、GIZ、
AusAID 等と協調しながら活動を行っている。これらの活動の結果、RAD-GRK の策定に至っ

ている。現在のところ、RAN-GRK 事務局で働く職員の配置もプロジェクトが支援している。

３－４－３ 　国家気候変動適応行動計画（RAN-API）の策定過程に対する支援

プロジェクトは、適応の考え方を国家開発計画に取り入れることを目的に、現地有識者から

成る有識者委員会を支援するに至っている。有識者委員会は複数の大学の有識者 11 名によっ

て構成されている。また、有識者委員会の指示に基づき実際の作業を行うストックテーキン

グチームが組織されている。ストックテーキングチームは、RAN-API の策定作業に引き続き、

現在、インドネシア中期国家開発計画（RPJMN 2015-2019）のための背景調査を実施するまで

に至っている。この有識者委員会及びストックテーキングチームは、人的資源として、また、

RPJMN 2015-2019 のなかに気候変動主流化を包含した持続可能な開発を、めざすうえで重要な

役割を果たすことになることが期待されている。

３－４－４　パイロット地域におけるパイロット活動

パイロット活動が南スマトラ州と北スマトラ州（SP-1、SP-3）及びバリ島（SP-2）において

実施されている。パイロット地域のパイロット活動から得られる成果は、実践的な技術指針を

含む根拠に裏づけされた政策立案に活用されることが期待される。

３－４－５　ドナー間の協調

中間レビュー調査団は、プロジェクトがインドネシア国側実施機関を支援するため、RAN-
GRK 事務局の運営等については GIZ や AusAID 等と、RAN-API の策定等については GIZ や

ADBとの協調によって、支援を効率的に行っていることを確認した。そのなかでBAPPENASは、

各ドナーの活動を調整するうえで重要な役割を担っている。
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第４章　評価結果

中間レビュー調査を通じ、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の視

点から、これまでのプロジェクト活動等をレビューした。その結果、各サブプロジェクト活動進

捗状況はおおむね順調であり、各サブプロジェクトにおいて前向きな成果を確認するに至り、プ

ロジェクト目標は達成が見込まれると判断される。

４－１　妥当性

プロジェクトは、インドネシア国政府の気候変動政策等に沿ったものであり、政策の実現に大

きく貢献していることから、妥当性は高いと判断される。

（1）インドネシア国国家中期開発政策との整合性

「中期国家開発計画（RPJMN 2010-2014）」では、気候変動を 13 の国家優先課題の 1 つとし

て、また、横断分野的な対処が必要な 4 課題の 1 つに挙げている。インドネシア国の温室効

果ガス（GHG）排出量は、森林伐採や泥炭地火災等を含めれば大規模なものであり、今後

の経済開発と人口増加により、さらに増加することが懸念されている。また、特に低所得コ

ミュニティは、気候変動の影響に対して脆弱である。したがって、本プロジェクトの方向性

は、インドネシア国政府の国家優先課題と合致している。

（2）温室効果ガス排出削減行動計画との整合性

インドネシア国は、2007 年には国連気候変動枠組条約第 13 回締約国会議（COP13）の議

長国として、バリ行動計画をとりまとめた。2009 年には、2020 年までに、何も対策を講じ

なかった場合のシナリオ（BAU）と比較して 26％、国際的な支援が得られた場合には 41％
の GHG 排出量を削減する”という国際約束を表明した。この約束を達成するため、2011 年

9 月に 「国家温室効果ガス排出削減にかかる大統領規則 61/2011（RAN-GRK）」が発令された。

本プロジェクトの目的の 1 つは、「州の温室効果ガス排出削減行動計画（RAD-GRK）」の策

定を支援することにある。本プロジェクトの目的は、RAN-GRK と RAD-GRK と整合してい

ると判断される。

（3）温室効果ガスインベントリ作成に対する貢献

2011年10月に「国家温室効果ガスインベントリにかかる大統領規則 71/2011」が発令された。

このなかには、国家レベルと地方レベル（州、県、市）における GHG インベントリ作成が

明記されている。本プロジェクトの目的の 1 つには、定期的な GHG インベントリ作成のため、

インドネシア国側の能力を強化することにある。したがって、本プロジェクトの目的は、温

室効果ガスインベントリ作成に大きく貢献していると判断される。

４－２　有効性（見込み）

3 つのサブプロジェクトにおいて前向きな成果を確認するに至り、これら成果の発現はプロ

ジェクト目標の達成に大きく寄与するものと考えられるため、有効性は高いと判断できる。
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（1）プロジェクト目標達成の見込み

本プロジェクトは、気候変動政策の政策立案及びその基盤となる情報整備にかかる、イン

ドネシア国政府の主要官庁、並びに地方政府の能力が強化されることに寄与することをめざ

している。この目標を達成するため、SP-1 では、開発計画における気候変動対策の主流化（測

定・報告・検証が可能な国としての適切な緩和行動の策定、及び開発計画への適応策の主流

化にかかるインドネシア国政府の主要官庁、及び地方政府の能力の強化。）、SP-2 では、脆

弱性評価（脆弱性評価が関連する組織等によって円滑に実施できるようにする。）、SP-3 では、

国家温室効果ガスインベントリ整備（国家 GHG インベントリの策定がインドネシア国政府

の主要官庁間、及び地方政府間の協力によって進められるようにする。）が行われている。

SP-1 では順調に成果が現れており、いくつかの成果は当初計画よりも早く発現している。

SP-2 でもおおむね順調に成果が現れており、残りのプロジェクト期間で「脆弱性評価マップ・

ガイドライン」の作成を行うことになっている。SP-3 では順調に成果が現れている。

以上のように、現在までのプロジェクトへの投入実績、及び 3 つのサブプロジェクトの活

動進捗状況と成果の発現状況を鑑みると、プロジェクト目標は達成されると見込まれる。

（2）プロジェクト目標に対する 3 つのサブプロジェクト成果との関係

サブプロジェクト（SP-1、SP-2、SP-3）の成果の発現によって、プロジェクト目標の達成

に至るという関係性は適正であり、3 つのサブプロジェクトの成果の発現は、プロジェクト

目標達成に貢献するものであると判断される。

（3）因果関係

下記事項は効果の発現に貢献している要因であると考えられる。効果の発現を阻害してい

る要因は、中間レビュー調査段階では見出されていない。

1）プロジェクトの柔軟性

プロジェクトは、インドネシア国側の気候変動に係る政策変化に対し、実施機関側 C/P、
JICA 専門家、及び関係者間の良好な意思疎通や対話の結果、柔軟に対処した。これらの

柔軟な対処はインドネシア国側から高く評価されていることを確認した。

2）現地の有識者（専門家）の活用

プロジェクトは、適正な能力を有する現地の有識者（現地の専門家）を活用している。

現地の専門家との連携は、インドネシア国側のニーズに迅速に対応することができ、かつ、

プロジェクト関係者間の良好なコミュニケーションを作り出していると考えられる。

3）プロジェクト推進に対する実施機関側の強い主体性

BAPPENAS は、プロジェクトを推進させるため、特に 3 つのサブプロジェクトの実施

機関間の調整を行ううえで、重要な役割を担っている。BAPPENAS、BMKG、KLH 及び

関連機関の強い主体性は、プロジェクトが順調に行われている貢献要因であるといえる。
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4）緊密かつ良好なコミュニケーション

インドネシア国の気候変動に係る政策変化に対する柔軟な対処は、インドネシア国側

と JICA 専門家側の緊密なコミュニケーションの結果、実現されているものである。一方、

パイロット地域における聞き取り調査では、中央レベルと地方レベルとの間のより緊密な

コミュニケーションを実施する必要性が提案された。インドネシア国側の C/P、JICA 専門

家、及び関係者間の良好なコミュニケーションと連携は、プロジェクト目標の達成に不可

欠である。

４－３　効率性

プロジェクトは、政策立案レベル及びその実施レベルにおいてさまざまな活動を行い、インド

ネシア国側と JICA 専門家側の緊密なコミュニケーションによって、インドネシア国の気候変動

に係る政策変化に柔軟に対処していることを鑑みると、効率性は高いと判断される。

（1）成果の達成状況

成果の達成状況は、PDM に示されている指標との比較によって判断した。これまでの活

動は、順調に進められていると判断でき、プロジェクト終了時までには、おおむね成果に係

る指標が満たされると判断される。

（2）投入の状況

インドネシア国側及び JICA の投入は、その量、質、時期とも適正に実施されている。また、

プロジェクト活動を実施するために投入された経費と機材は、十分に活用されていると判断

される。

また、現地の有識者（専門家）を活用した効果的な連携は、SP-1 の政策ニーズに応じた

柔軟な協力活動を可能にしている。

C/P の本邦研修は、インドネシア国の気候変動対策の戦略や、政策立案を担当する職員の

能力を強化するための機会を提供している。BMKG の職員（C/P）を対象とした本邦研修コー

スの内容は、SP-2における活動の推進に必要な能力の開発に対して、十分に応えたものであっ

たと考えられる。研修に参加した C/P によれば、研修内容は大変有効であるとの聞き取り結

果が得られている。

４－４　インパクト（見込み）

インパクトについては、プロジェクトの方向性がインドネシア国が求めるものに則したもので

あり、活動の成果が上位目標の達成に貢献するものであると見込まれる。特に、パイロット活動

の成果、及び各サブプロジェクト間の相乗効果による上位目標達成に向けた、前向きなインパク

トが期待できる。

（1）各サブプロジェクト間の相乗効果とパイロット活動の成果

パイロット活動が南スマトラ州と北スマトラ州（SP-1 と SP-3）及びバリ島（SP-2）にお

いて実施されている。パイロット地域のパイロット活動から得られる成果は、実践的な技術

指針を含む根拠に裏づけされた政策立案に活用されることが期待される。
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プロジェクトは、3 つのサブプロジェクト（SP-1、SP-2、SP-3）によって構成されている。

プロジェクトのアンブレラ事務所は、上位目標達成に向けて 3 つのサブプロジェクト間の活

動成果の相乗効果を生み出すためのつなぎ役機能として設置されている。相乗効果の例を挙

げると、　SP-2 の活動成果は、BMKG における実践的な脆弱性評価の実施や地方レベルの気

候変動関連情報の向上をもたらすと同時に、より具体的な適応策の立案にもつながる（SP-1）。
また、SP-3 のパイロット活動を通じて得られている廃棄物分野の正確なデータや排出係数

は、SP-1 における RAN-GRK 及び RAD-GRK のモニタリング・評価・報告（MER）のデータ

として、また、RAN-GRK 及び RAD-GRK の強化や見直しの際、重要なデータとして活用さ

れることになる。加えて、廃棄物分野のインベントリデータを活用した、廃棄物管理の改善

へのインパクトも挙げられる。サブプロジェクト間の連携は、プロジェクトの効果的な実施

につながり、今後のプロジェクト実施期間においてサブプロジェクト間の相乗効果を促進し

ていくことが、ますます重要になると考えられる。

北スマトラ州の開発企画庁（BAPPEDA）からの聞き取りによれば、プロジェクトの支援

によって策定された RAD-GRK は、北スマトラ州中期開発計画の気候変動プログラムのなか

に組み入れられるとのことである。これにより RAD-GRK は、州レベル及び県・市レベルに

おいて、低炭素開発アプローチを紹介し、その実施に向けた方向性を示すものになると考え

られる。

（2）正の波及効果

北スマトラ州における聞き取りによれば、パイロット活動の過程で数多くのワークショッ

プ等が開かれたことは、地域住民や関係者に対し、気候政策策定に対する理解力が深まった

という報告があり、プロジェクト実施による正のインパクトであるといえる。

SP-3 のパイロット活動を通じて、最終処分場における廃棄物重量、容積、ゴミ組成割合、

固形分割合等の有用なデータが収集されている。これらのデータは、廃棄物分野の GHG イ

ンベントリに反映されるのみならず、今後、各地方自治体が廃棄物管理計画を策定する際の

有用なデータにもなり、プロジェクトによる正のインパクトであるといえる。

４－５　持続性（見込み）

現段階で持続性を評価することは時期尚早であるが、3 つの視点からみた持続性は下記のとお

りである。

（1）政策面

「次期中期国家開発計画（RPJMN 2015-2019）」での気候変動対策を含む持続的開発の主流

化をめざして、BAPPENAS の 5 つの課（Directorate）の 5 つの分野に関する背景調査を支援

することは、プロジェクトの持続性を確保するために重要な位置づけとなると考えられる。

（2）組織・財務面

インドネシア国政府の気候変動に対する緩和行動や、その他の行動計画の策定に向けて、

国際機関はさまざまな資金や技術支援を行っている。インドネシア国に対する資金や技術支

援等は、国際的な環境から判断すると、今後も継続されることが見込まれ、このことは、プ
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ロジェクトの成果が今後も国家の関連政策に持続的に反映される可能性が高いことを意味す

る。

BAPPENAS からの聞き取りによれば、RAN-GRK 事務局は少なくとも 2020 年まで、また、

RAN-API 事務局については国家長期開発計画（National Long-term Development Plan：RPJP）
へ反映させるため、2025年まで継続させる必要があるとのことであった。また、SIGNセンター

は、「国家温室効果ガスインベントリにかかる大統領規則 71/2011」に基づき設置された。こ

れら、RAN-GRK 事務局、RAN-API 事務局や SIGN センターの機能を維持するためには、適

切な人員の配置、予算措置が重要であると考えられる。

（3）技術面

SP-3 について、GHG インベントリ作成のためのデータ収集や編纂に関する技術移転が、

プロジェクトによって進められている。他方、定期的な GHG インベントリ作成に係る国レ

ベルの調整に必要とされる技術移転は、今後の課題である。SIGN センターは設置されてか

ら間もないため、持続性を確保するためには、定期的な GHG インベントリを作成するため

の国レベルの調整に係る能力を強化することが、残りのプロジェクト期間における重要な課

題であると考えられる。
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第５章　結論・提言

５－１　結論

本プロジェクトは、開始後約 2 年半が経過し、中間レビュー調査団は「新 JICA 事業評価ガイ

ドライン（第 1 版、2010 年 6 月）」に基づき、中間レビューを行った。

主な評価項目は、妥当性、有効性（プロジェクト目標達成のため、期待される効果が発現しつ

つあるか）、及び効率性である。効率性は、中間レビュー調査時点の投入状況と実績を基に判断

した。インパクトと持続性は、将来の見込みについて予測した。

その結果、プロジェクト目標の達成に向けた各サブプロジェクトの活動進捗状況は、おおむね

順調であり、各サブプロジェクトにおいて前向きな成果が確認された。したがって、プロジェク

ト終了時には、プロジェクト目標が達成されることが見込まれると判断できる。

妥当性は、インドネシア国政府の気候変動政策等に沿ったものであり、政策の実現に大きく貢

献していることから、高いと判断できる。有効性は、3 つのサブプロジェクトにおいて前向きな

成果を確認するに至り、これら成果の発現はプロジェクト目標の達成に大きく寄与するものと考

えられるため、高いと判断できる。効率性は、政策立案レベル及び実施レベルでのさまざまな活

動が行われており、C/P との密なコミュニケーションのもとで柔軟な協力が行われていることか

ら高いと判断できる。

現段階で、インパクトと持続性を評価することは時期尚早であるが、インパクトについてはパ

イロット活動の成果、及び各サブプロジェクト間の相乗効果による前向きなインパクトが期待で

きる。持続性については、次期中期国家開発計画（RPJMN 2015-2019）での気候変動対策を含む

持続的開発の主流化をめざして、BAPPENAS の 5 つの課（Directorate）の 5 つの分野に関する背

景調査を支援することは、プロジェクトの持続性を確保するために重要な位置づけとなると考え

られる。

５－２　提言

（1）関係者間での良好なコミュニケーションの維持（全機関に対して）

C/P 機関との密なコミュニケーションのもとで、柔軟なプロジェクト運営が可能となって

いる一方、中央レベルと地方レベルとの間のコミュニケーション（RAN/RAD-GKR に伴う

SP-1 の活動変更など）においては課題もみられている。良好なコミュニケーションの維持

が今後のプロジェクト運営においても重要である。

（2）適切な予算措置と人員配置（BAPPENAS、KLH に対して）

RAN-GRK 事務局、RAN-API 事務局や SIGN センターへの適切な人員の配置、予算措置が、

プロジェクトの持続性確保のために必要である。

（3）各サブプロジェクト間のシナジー（全機関に対して）

各サブプロジェクトの成果を有効に政策立案・実施・モニタリングに活用していく過程に

おいて、サブプロジェクト間のシナジーを促進していくことがインパクトにつながると考え

られる。C/P 機関の間で、個々の課題によりフォーカスした議論を早期に行っていくことが

重要である。
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（4）他の省庁・機関との連携（BAPPENAS、KLH に対して）

RAN/RAD-GRK の実施・モニタリングや国家 GHG インベントリ作成においては、他のラ

イン省庁・機関の協力が不可欠であるため、関係省庁とのスムーズな連携を促していく必要

がある。

（5）SP-1 の PDM（プロジェクト目標）の修正（BAPPENAS に対して）

当初は NAMA・MRV を主眼に置いたプロジェクト目標としていたが、RAN/RAD-GRK
に主眼を置いている現在の活動内容に合わせて、プロジェクト目標を修正することを

BAPPENAS と合意した。

（6）SP-3 の PDM（指標）修正（KLH に対して）

GHG インベントリの精度向上にかかる指標の修正に加え、GHG インベントリの作成頻度

に関し、隔年報告（BUR）制度に対応して 2 年に一度とすることを上位目標の指標とし提言

した。また KLH 側から要望されている今後の活動の軌道修正（SIGN センターの GHG イン

ベントリプロセスの国家レベルでの調整、モニタリング・評価のための能力強化）について

は、引き続き議論していくこととした。

（7）SP-2 の延長（BAPPENAS、BMKG、MOA に対して）

本中間レビュー調査において、BAPPENAS（農業局）、BMKG 及び農業省（財政局、灌漑局）

と SP-2 の延長期間の協力に関する合同会議を行った。BMKG に対して脆弱性評価（気候モ

デルのダウンスケーリング等）を継続すると同時に、農業分野での適応策（気候・気象デー

タの普及や保険等のリスク緩和スキーム）を推進する協力内容が計画されている。5 ～ 6 月

に予定されている詳細計画策定調査に向け、関係機関で引き続き議論や調整を進めることを

提言した。

（8）PDM、PO を通じた効率的なプロジェクト運営（全機関に対して）

SP-1 に関してはプロジェクト活動が変遷しているが、RAN/RAD-GRK、RAN-API 等のタス

クごとに他のドナーとも共有するワークプランが策定されている。これらのワークプランも

含めて、PDM や PO を必要に応じて修正しつつ、終了時評価に向けて適切かつ効率的なプ

ロジェクト運営を行うことを提言した。
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１－１　協力の背景と概要

インドネシア共和国（以下、「インドネシア国」と記す）の温室効果ガス（GHG）の排出量は、

森林伐採と泥炭地荒廃等による二酸化炭素排出を含めれば、中国、米国、ブラジル、EU に次ぐ

世界第 5 位の規模に達する。今後、経済成長に伴うエネルギー需要の増加により、二酸化炭素

排出量は一層増加することが懸念されている。インドネシア国政府は、2007 年に ｢ 気候変動の

ための国家行動計画 ｣ として気候変動の包括的な緩和 ･ 適応策の実施に向けた行動指針を発表

した。また、2009 年 10 月に発足した第二期ユドヨノ政権は、2020 年の温室効果ガス排出量を、

何も対策を講じない場合（Business As Usual：BAU）に比べて 26％削減（国際的支援を受けた

場合は 41％削減）する自主的な削減目標を設定し、2011 年 9 月に、大統領規則 RAN-GRK と

して正式に発令した。ただし、行動の具体的なプロセスやその行動による温室効果ガス削減効

果については明示されておらず、測定 ･ 報告 ･ 検証（Measurement, Reporting, and Verification：
MRV）が可能な国別に適切な緩和行動（Nationally Appropriate Mitigation Actions：NAMAs）の

実施に向けては、依然として多くの課題がある。

また、インドネシア国では、温暖化の影響とみられる年間降雨パターンの変化が顕著となっ

ており、特に赤道以南の地域では、乾期の長期化と降雨量の低下、雨期の短期化と集中豪雨の

増加等、気候変動リスクが高まると予測されている。将来の気候変動に伴う災害の深刻化 ･ 発

生頻度の増加は、経済活動の停滞や貧困の増加等の経済的 ･ 社会的損失を招き、同国の持続的

な開発を脅かす重要なリスク要因となることが懸念されていることから、国や地方レベルの開

発計画の策定段階で、気候変動による影響や地域及びセクターの脆弱性を考慮し、適応の考え

方を開発計画の内容に反映させていくこと、つまり、気候変動の適応の考え方を国及び地域レ

ベルの開発計画において、主流化していく必要性が指摘されている。

以上の背景から、本プロジェクトは、気候変動分野に係る諸課題に包括的に取り組むことを

目的として形成された。2010 年 10 月から 5 年間の予定で開始され、以下の 3 つのサブプロジェ

クトにより構成されている。

（1）サブプロジェクト 1　（SP-1）
MRV が可能な国としての適切な緩和行動の策定、及び開発計画における緩和策・適応

策の主流化〔C/P 機関は国家開発企画庁 （BAPPENAS）、プロジェクト期間 5 年間〕（以下、

１．案件の概要

国名：インドネシア共和国 案件名：

気候変動対策能力強化プロジェクト

分野：気候変動対策 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：地球環境部 協力金額（中間レビュー時点）：約 7 億円

協力期間：

（R/D）2010 年 10 月 26 日署名

2010 年 10 月から 2015 年 10 月まで

（60 カ月）

先方関係機関：

国家開発企画庁（BAPPENAS）、気象 ･ 気候 ･ 地球物理庁

（BMKG）、環境省（KLH）

日本側協力機関：

中間レビュー調査結果要約表
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SP-1 と記す）

（2）サブプロジェクト 2　（SP-2）
 脆弱性評価〔C/P 機関は気象 ･ 気候 ･ 地球物理庁（BMKG）、プロジェクト期間 3 年間〕（以

下、SP-2 と記す）

（3）サブプロジェクト 3　（SP-3）
国家温室効果ガスインベントリ作成のための体制構築〔C/P 機関は環境省（KLH）、プロ

ジェクト期間 4 年間〕（以下、SP-3 と記す）

１－２　協力内容

（1）上位目標

インドネシア国において、気候変動の緩和策及び適応策が推進される。

（2）プロジェクト目標

気候変動対策の政策立案及びその基盤となる情報整備にかかる、インドネシア国政府の

主要官庁及び地方政府の能力が強化される。

（3）成　果

サブプロジェクト 1（SP-1）：
成果 1： RAN-GRK 事務局の支援を通じ、パイロット・（サブ）セクターにおいて、測定、報告、

検証可能な緩和行動を策定するための能力が強化される。

成果 2： 適応策を開発計画に統合するための能力が強化される。

成果 3： 「中期国家開発計画（RPJMN 2015-2019）」にかかる、低炭素型開発及び気候変動

の緩和策・適応策に関する背景調査（background study）が、英語並びにインドネ

シア語でまとめられる。

サブプロジェクト 2（SP-2）：
成果 1：BMKG 及び関係機関が脆弱性評価の基礎的能力を習得する。

成果 2：気候変動予測及び検証に関する BMKG 及び関係機関の能力が強化される。

成果 3：適応能力の評価に関する BMKG と関係機関の能力が強化される。

成果 4：関係機関の連携を含めた、脆弱性評価の実施体制が構築される。

サブプロジェクト 3（SP-3）：
成果 1： 国家 GHG インベントリ策定のための国内体制が構築される。

成果 2： 国家 GHG インベントリ（NIR）に必要なデータを定期的、かつ体系的に収集・編

纂するための能力が強化される。

成果 3： 各分野（エネルギー、工業プロセス、農業、土地利用・土地利用変化及び林業並

びに廃棄物）において、GHG インベントリの正確性及び信頼性が向上する。
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（4）投入（中間レビュー調査時点）

1）　日本側

専門家派遣：

現在、SP-1 には 2 名の長期専門家、SP-2 には 1 名の長期専門家、SP-3 には 1 名の長

期専門家及び業務実施契約による短期専門家（5 ～ 7 名程度）が派遣されている。また、

これらのサブプロジェクトを総括するアンブレラ専門家として、チーフアドバイザー及

び業務調整員が派遣されている

本邦研修：

2013 年 1 月末時点で、42 名が日本における研修に参加している。その内訳は、SP-1
が 16 名、SP-2 が 9 名、SP-1 が 17 名である。

ローカルコスト：

2013 年 1 月末時点で、20,602,28,899 インドネシア Rp. 相当となっている。

機材供与：

事務用機器として、コンピュータ、プロジェクター、プリンター、インターネット接

続機器、シュレッダー等が供与されている。それに加え、SP-2 の GIS 研修用機材として、

コンピュータ及びソフトウェアーが供与されている。

機材供与：

2）　インドネシア国側

カウンターパート（C/P）要員：

プロジェクト実施体制として、プロジェクトダイレクターの下、3 名のサブプロジェ

クトダイレクター（SP-1 のダイレクター、SP-2 のダイレクター、SP-3 のダイレクター）

が配置されている。

サブプロジェクトの C/P の人数は、SP-1 が 17 名、SP-2 が 7 名、SP-3 が 15 名である。

施設等の提供：

専門家の執務室が提供されている。

ローカルコスト：

SP-1 が 1,600,000,000 Rp.、SP-2 が 1,575,550,000 Rp.、SP-3 が 5,000,000,000 Rp. である。

２．中間レビュー調査団の概要

担当分野 氏　名 所　　属

団長 野田　英夫 JICA 地球環境部環境管理第一課長

気候変動政策 市原　 純 財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）プログラムマネジメント

オフィス　研究員

協力企画 碓井　祐吉 JICA 地球環境部気候変動対策室兼環境管理グループ 調査役

評価分析 土井　弘行 株式会社 生活工房 do　代表取締役

調査期間 2013 年 1 月 27 日～ 2 月 23 日 調査種類：中間レビュー調査
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３－１　実績の確認

３－１－１　成果の達成状況

サブプロジェクト 1（ SP-1）
（1）緩和分野

・ プロジェクトは、GIZ、AusAID 等と協調し、RAN-GRK 事務局の活動を支援している。

・ プロジェクトは、BAPPEDA 及び関係機関からなる作業グループを立ち上げ、南ス

マトラ州、北スマトラ州、西カリマンタン各州における州別気候変動緩和行動計画

（Regional Action Plan on Green House Gas Emission Reduction：RAD-GRK）の策定を支

援した。

（2）適応分野

・ プロジェクトの開始以降、国レベル及び州レベルの適応分野に係る活動を支援し、「北

スマトラにおける稲作生産保障のための異常気象への適応策に係る北スマトラ州知事

令 188.54/05/INST/2012」の発令（2012 年 12 月 5 日付）を支援した。

・ 現在、プロジェクトは、GIZ、ADB 等と協調し、国家気候変動適応行動計画（National 
Action Plan of Climate Adaptation：RAN-API）の策定を支援中である。

（3）インドネシア中期国家開発計画（RPJMN 2015-2019）のための背景調査

・ プロジェクトは、BAPPENAS 側の要望に応え、BAPPENAS の天然資源・環境局の 5
分野、①環境、②食糧・農業、③森林・水資源保全、④海洋・水産、⑤エネルギー・

鉱物資源・鉱業の背景調査を支援することとなった。

サブプロジェクト 2（ SP-2）
・ バリ島をパイロット地域として活動が実施されている。長期専門家により、脆弱性評価マッ

プの作成に必要な GIS の技術、統計手法、及びコミュニティの適応能力に関する社会調査

などの実地調査に係る技術移転が行われている。

・ SP-2 は、2013 年 10 月に終了するため、現在、プロジェクトの成果品である脆弱性評価マッ

プとガイドラインが作成されている。

サブプロジェクト 3（ SP-3）
・ 2011 年 10 月に、「国家温室効果ガス（GHG）インベントリにかかる大統領規則 71/2011」

が発令され、GHG インベントリにかかる国内体制や KLH の役割が明確になった。一方で、

各分野のデータ収集やインベントリの算定作業は、関係省庁ごとに行われることとなった。

現在、KLH は GHG インベントリのプロセスにかかる国内体制の検討・文書化を進めると

同時に、インベントリ分野ごとの作業部会を設置してインベントリの作成を進めている。

・ プロジェクトは、南スマトラ州と北スマトラ州をパイロット地域として位置づけ、廃棄物

分野のパイロット活動を行っている。パイロット活動では、現地調査を踏まえたより地域

の実情を反映した排出係数の開発に取り組んでいる。パイロット活動で得られる正確なデー

３．評価結果の概要
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タや排出係数は、廃棄物分野における根拠に裏づけされた政策立案や評価だけではなく、

RAN-GRK や RAD-GRK のモニタリング・評価・報告（MER）の流れにおいても、有効に

活用されることが期待されている。

３－１－２　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標は、「気候変動政策の政策立案及びその基盤となる情報整備にかかる、イ

ンドネシア国政府の主要官庁及び地方政府の能力が強化される。」である。中間レビュー調査

時点において、プロジェクト目標の達成に向けた各サブプロジェクトの活動進捗状況はおお

むね順調であり、各サブプロジェクトにおいて前向きな成果が確認された。したがって、プ

ロジェクト終了時には、プロジェクト目標が達成されることが見込まれる。

３－１－３　プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項

（1）インドネシア国の気候変動対策の政策変化に対する柔軟な対処

本プロジェクト開始以降、インドネシア国においては、気候変動対策に係る政策変

化があった。すなわち、2011 年 9 月に「温室効果ガス排出削減にかかる大統領規則

61/2011（RAN-GRK）」が発令されたことに伴い、インドネシア国全州で州別気候変動緩

和行動計画（RAD-GRK）の策定が進められることになった。それに加え、2011 年 10 月

に、「国家温室効果ガス（GHG）インベントリにかかる大統領規則 71/2011」が発令され、

GHG インベントリにかかる国内体制が明確になった。これらの政策変化にプロジェクト

は柔軟に対処した。

（2）RAN-GRK 事務局に対する支援

プロジェクトは、RAN-GRK 事務局に対する支援活動を運営面・技術面で主導し、

GIZ、AusAID 等と協調しながら活動を行っている。これらの活動の結果、州緩和行動計

画（RAD-GRK）の策定に至っている。

（3）国家気候変動適応行動計画（RAN-API）の策定過程に対する支援

プロジェクトは、適応の考え方を国家開発計画に取り入れることを目的に、現地有識

者から成る有識者委員会を支援するに至っている。また、有識者委員会及びストックテー

キングチームは、人的資源として、また、RPJMN 2015-2019 のなかに気候変動主流化を

包含した持続可能な開発をめざすうえで、重要な役割を果たすことになることが期待さ

れている。

（4）パイロット地域におけるパイロット活動

パイロット活動が南スマトラ州と北スマトラ州（SP-1 と SP-3）及びバリ島（SP-2）に

おいて実施されている。パイロット地域のパイロット活動から得られる成果は、実践的

な技術指針を含む根拠に裏づけされた政策立案に活用されることが期待される。

（5）ドナー間の協調

プロジェクトは、インドネシア国側実施機関を支援するため、RAN-GRK 事務局の運
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営等については GIZ や AusAID 等と、RAN-API の策定等については GIZ や ADB との協

調によって、支援を効率的に行っていることを確認した。そのなかで、BAPPENAS は各

ドナーの活動を調整するうえで重要な役割を担っている。

３－２　評価結果の要約

３－２－１　妥当性

プロジェクトは、インドネシア国政府の気候変動政策等に沿ったものであり、政策の実現

に大きく貢献していることから、妥当性は高いと判断される。

（1）インドネシア国国家中期開発政策との整合性

「国家中期開発計画（RPJMN 2010-2014）」では、気候変動を 13 の国家優先課題の 1 つ

として、また、横断分野的な対処が必要な 4 課題の 1 つに挙げている。本プロジェクト

の方向性は、インドネシア国政府の国家優先課題と合致している。

（2）温室効果ガス排出削減行動計画との整合性

2011 年 9 月に「国家温室効果ガス排出削減にかかる大統領規則 61/2011（RAN-GRK）」

が発令された。本プロジェクトの目的の 1 つは、「州の温室効果ガス排出削減行動計

画（RAD-GRK）」の策定を支援することにあり、プロジェクトの目的は、RAN-GRK と

RAD-GRK と整合している。

（3）温室効果ガスインベントリ作成に対する貢献

2011 年 10 月に「国家温室効果ガスインベントリにかかる大統領規則（71/2011）」が発

令された。このなかには、国家レベルと地方レベル（州、県、市）における GHG インベ

ントリ作成が明記されている。本プロジェクトの目的の 1 つには、定期的な GHG インベ

ントリ作成のため、インドネシア国側の能力を強化することにあり、プロジェクトの目

的は、温室効果ガスインベントリ作成に大きく貢献している。

３－２－２　有効性

3 つのサブプロジェクトにおいて前向きな成果を確認し、これら成果の発現はプロジェクト

目標の達成に大きく寄与するものと考えられるため、有効性は高いと判断できる。

（1）プロジェクト目標達成の見込み

SP-1 では順調に成果が現れており、いくつかの成果は当初計画よりも早く発現してい

る。SP-2 でもおおむね順調に成果が現れており、残りのプロジェクト期間で脆弱性評価

マップ・ガイドラインの作成を行うことになっている。SP-3 では順調に成果が現れてい

る。現在までのプロジェクトへの投入実績、及び 3 つのサブプロジェクトの活動進捗状

況と成果の発現状況を鑑みると、プロジェクト目標は達成されると見込まれる。

（2）プロジェクト目標に対する 3 つのサブプロジェクト成果との関係

サブプロジェクト（SP-1、SP-2、SP-3）の成果の発現によって、プロジェクト目標の

達成に至るという関係性は適正であり、3 つのサブプロジェクトの成果の発現は、プロ

ジェクト目標達成に貢献するものであると判断される。
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３－２－３　効率性

プロジェクトは、政策立案レベル及びその実施レベルにおいてさまざまな活動を行い、イ

ンドネシア国側と JICA 専門家側の緊密なコミュニケーションによって、インドネシア国の気

候変動に係る政策変化に柔軟に対処していることを鑑みると、効率性は高いと判断される。

（1）成果の達成状況

成果の達成状況は、PDM に示されている指標との比較によって判断した。これまでの

活動は、順調に進められていると判断でき、プロジェクト終了時までには、おおむね成

果に係る指標が満たされると判断される。

（2）投入の状況

インドネシア国側及び JICA の投入は、その量、質、時期とも適正に実施されている。

また、プロジェクト活動を実施するために投入された経費と機材は、十分に活用されて

いる。

３－２－４　インパクト

プロジェクトの方向性はインドネシア国が求めるものに沿っており、活動の成果が上位目

標の達成に貢献するものであると見込まれる。特に、パイロット活動の成果、及び各サブプ

ロジェクト間の相乗効果による上位目標達成に向けた、前向きなインパクトが期待できる。

（1）各サブプロジェクト間の相乗効果とパイロット活動の成果

パイロット活動が南スマトラ州と北スマトラ州（SP-1 と SP-3）及びバリ島（SP-2）に

おいて実施されている。パイロット地域のパイロット活動から得られる成果は、実践的

な技術指針を含む根拠に裏づけされた、政策立案に活用されることが期待される。

プロジェクトは 3 つのサブプロジェクト（SP-1、SP-2、SP-3）によって構成されてお

り、アンブレラは、上位目標達成に向けて 3 つのサブプロジェクト間の活動成果の相乗

効果を生み出すためのつなぎ役機能として設置されている。サブプロジェクト間の連携

は、プロジェクトの効果的な実施につながり、今後のプロジェクト実施期間においてサ

ブプロジェクト間の相乗効果を促進していくことがますます重要になる。

（2）正の波及効果

北スマトラ州における聞き取り調査によれば、パイロット活動の過程で数多くのワー

クショップ等が開かれたことは、地域住民や関係者に対し、気候政策策定に対する理解

力が深まったという報告があり、プロジェクト実施による正のインパクトであるといえ

る。

SP-3 のパイロット活動を通じて、最終処分場における廃棄物重量、容積、ゴミ組成割合、

固形分割合等の有用なデータが収集されている。これらのデータは、廃棄物分野の GHG
インベントリに反映されるのみならず、今後、各地方自治体が廃棄物管理計画を策定す

る際の有用なデータにもなり、プロジェクトによる正のインパクトであるといえる。

３－２－５　持続性

現段階で持続性を評価することは時期尚早であるが、3 つの視点からみた持続性は次のとお
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りである。

（1）政策面

「次期国家中期開発計画（2015-2019）」での気候変動対策を含む、持続的開発の主流化

をめざして、BAPPENAS の 5 つの課（Directorate）の 5 つの分野に関する背景調査を支

援することは、プロジェクトの持続性を確保するために重要な位置づけとなると考えら

れる。

（2）組織・財務面

BAPPENAS からの聞き取りによれば、RAN-GRK 事務局は少なくとも 2020 年まで、

また、RAN-API 事務局については国家長期開発計画（RPJPN）へ反映させるため、2025
年まで継続させる必要があるとのことであった。また、SIGN センターは、「国家温室効

果ガス（GHG）インベントリにかかる大統領規則 71/2011」に基づき設置された。これら、

RAN-GRK 事務局、RAN-API 事務局や SIGN センターの機能を維持するためには、適切

な人員の配置、予算措置が重要であると考えられる。

（3）技術面

SP-3 について、GHG インベントリ作成のためのデータ収集や編纂に関する技術移転が

プロジェクトによって進められている。他方、定期的な GHG インベントリ作成に係る国

レベルの調整に必要とされる技術移転は今後の課題である。SIGN センターは設置されて

から間もないため、持続性を確保するためには、定期的な GHG インベントリを作成する

ための国レベルの調整に係る能力を強化することが、残りのプロジェクト期間における

重要な課題であると考えられる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（1）プロジェクトの柔軟性

プロジェクトは、インドネシア国側の気候変動に係る政策変化に対し、実施機関側 C/P、
JICA 専門家、及び関係者間の良好な意思疎通や対話の結果、柔軟に対処した。

（2）現地の有識者（専門家）の活用

プロジェクトは、適正な能力を有する現地の有識者（現地の専門家）を活用している。

現地の専門家との連携は、インドネシア国側のニーズに迅速に対応することができ、かつ、

プロジェクト関係者間の良好なコミュニケーションを作り出していると考えられる。

（3）プロジェクト推進に対する実施機関側の強い主体性

BAPPENAS、BMKG、KLH 及び関連機関の強い主体性は、プロジェクトが順調に行われ

ている貢献要因であるといえる。

（4）緊密かつ良好なコミュニケーション

インドネシア国の気候変動に係る政策変化に対する柔軟な対処は、インドネシア国側と

JICA 専門家側の緊密なコミュニケーションの結果、実現されているものである。
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３－４　結　論

プロジェクト目標の達成に向けた各サブプロジェクトの活動進捗状況はおおむね順調であり、

各サブプロジェクトにおいて前向きな成果が確認された。したがって、プロジェクト終了時には、

プロジェクト目標が達成されることが見込まれると判断できる。

妥当性は、インドネシア国政府の気候変動政策等に沿ったものであり、政策の実現に大きく

貢献していることから、高いと判断できる。有効性は、3 つのサブプロジェクトにおいて前向き

な成果を確認するに至り、これら成果の発現はプロジェクト目標の達成に大きく寄与するもの

と考えられるため、高いと判断できる。効率性は、政策立案レベル及び実施レベルでのさまざ

まな活動が行われており、C/P との密なコミュニケーションのもとで柔軟な協力が行われている

ことから、高いと判断できる。現段階で、インパクトと持続性を評価することは時期尚早であ

るが、インパクトについてはパイロット活動の成果、及び各サブプロジェクト間の相乗効果に

よる前向きなインパクトが期待できる。持続性については、「次期国家中期開発計画（2015-2019）」
での気候変動対策を含む、持続的開発の主流化をめざして、BAPPENAS の 5 つの課（Directorate）
の 5 つの分野に関する背景調査を支援することは、プロジェクトの持続性を確保するために重

要な位置づけとなると考えられる。

３－５　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）関係者間での良好なコミュニケーションの維持（全機関に対して）

C/P 機関との密なコミュニケーションのもとで、柔軟なプロジェクト運営が可能となっ

ている一方、中央レベルと地方レベルとの間のコミュニケーション（RAN/RAD-GKR に伴

う SP-1 の活動変更など）においては課題もみられている。良好なコミュニケーションの維

持が今後のプロジェクト運営においても重要である。

（2）適切な予算措置と人員配置（BAPPENAS、KLH に対して）

RAN-GRK 事務局、RAN-API 事務局や SIGN センターへの適切な人員の配置、予算措置が、

プロジェクトの持続性確保のために必要である。

（3）各サブプロジェクト間のシナジー（全機関に対して）

各サブプロジェクトの成果を有効に政策立案・実施・モニタリングに活用していく過程

において、サブプロジェクト間のシナジーを促進していくことがインパクトにつながると

考えられる。C/P 機関の間で、個々の課題によりフォーカスした議論を早期に行っていく

ことが重要である。

（4）他の省庁・機関との連携（BAPPENAS、KLH に対して）

RAN/RAD-GRK の実施・モニタリングや国家 GHG インベントリ作成においては、他の

ライン省庁・機関の協力が不可欠であるため、関係省庁とのスムーズな連携を促していく

必要がある。

（5）SP-1 の PDM（プロジェクト目標）の修正（BAPPENAS に対して）

当初は NAMA・MRV を主眼に置いたプロジェクト目標としていたが、RAN/RAD-
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GRK に主眼を置いている現在の活動内容に合わせてプロジェクト目標を修正することを

BAPPENAS と合意した。

（6）SP-3 の PDM（指標）修正（KLH に対して）

GHG インベントリの精度向上にかかる指標の修正に加え、GHG インベントリの作成頻

度に関し、隔年報告制度（BUR）に対応して 2 年に一度とすることを上位目標の指標として、

提言した。また KLH 側から要望されている今後の活動の軌道修正（SIGN センターの GHG
インベントリプロセスの国家レベルでの調整、モニタリング・評価のための能力強化）に

ついては、引き続き議論していくこととした。

（7）SP-2 の延長（BAPPENAS、BMKG、MOA に対して）

本中間レビュー調査において、BAPPENAS（農業局）、BMKG 及び農業省（財政局、灌

漑局）と SP-2 の延長期間の協力に関する合同会議を行った。BMKG に対して脆弱性評価（気

候モデルのダウンスケーリング等）を継続すると同時に、農業分野での適応策（気候・気

象データの普及や保険等のリスク緩和スキーム）を推進する協力内容が計画されている。5
～ 6 月に予定されている詳細計画策定調査に向け、関係機関で引き続き議論や調整を進め

ることを提言した。

（8）PDM、PO を通じた効率的なプロジェクト運営（全機関に対して）

SP-1 に関してはプロジェクト活動が変遷しているが、RAN/RAD-GRK、RAN-API 等のタ

スクごとに他のドナーとも共有するワークプランが策定されている。これらのワークプラ

ンも含めて、PDM や PO を必要に応じて修正しつつ、終了時評価に向けて適切かつ効率的

なプロジェクト運営を行うことを提言した。
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1-1 Background of the Project
The greenhouse gas (GHG) emissions in Indonesia are substantial, if including those from deforestation 

and peat land conversion, and are projected to increase further along with economic development and 
population growth. At the same time, the country is vulnerable to the adverse impacts of climate change, 
particularly among poor communities.

Indonesia is the host country of the 13th Conference of the Parties (COP) to the United Nations 
Framework Convention on Climate Change in 2007, which produced the Bali Action Plan. In 2009 the 
Government of Indonesia announced its commitment to reduce GHG emissions by 26% with its own efforts 
and 41% with international supports by 2020 compared to the business as usual (BAU) scenario. The recent 
issuance of the Presidential Regulation No.61 Year 2011 on the National Action Plan on Greenhouse Gas 
Emissions Reduction (RAN-GRK) and the Presidential Regulation No.71 Year 2011 on the Implementation 
of Greenhouse Gas Inventory demonstrates the seriousness of the Government of Indonesia on climate 
change issues.

Japan International Cooperation Agency (JICA), the bilateral agency for implementing the official 
development assistance (ODA) of Japan, is cooperating with Indonesia in enhancing its own capacity to 
tackle climate change and achieve sustainable development. 

Under the coordination of the National Development Planning Agency (BAPPENAS), the project started 
in October 2010 and will continue for five years.

The major components of the cooperation project include:
＜ Sub-Project 1 (SP-1) ＞ Counterpart: National Development Planning Agency (BAPPENAS)

-Formulating of mitigation actions in measurable, reportable and verifiable manner,
-Mainstreaming of adaptation into national development planning.

＜ Sub-Project 2 (SP-2) ＞ Counterpart: Agency of Meteorology, Climatology and Geophysics (BMKG )

1. Outline of the Project

Country: 
Indonesia 

Project Title: 
Project of Capacity Development for Climate Change Strategy in 
Indonesia 

Issue/Sector: 
Climate Change Policy

Cooperation Scheme: 

Technical Cooperation Project
Division in charge: 
Global Environment Department

Total cost (estimated at Mid-term Review Study): 700Million Yen

Period of Cooperation : 
October 2010 to September 2015.

Partner Country’s Implementing Organization:
National Development Planning Agency (BAPPENAS), Agency of 
Meteorology, Climatology and Geophysics (BMKG ), 
Ministry of Environment (KLH)

Supporting Organization in Japan: 
Ministry of the Environment

Summary of Mid-term Review
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-Assessment of climate change vulnerability.

＜ Sub-Project 3 (SP-3) ＞ Counterpart: Ministry of Environment (KLH)
-Preparation of national greenhouse gas inventories.

1-2 Project Overview
(1) Overall Goal

Mitigation and adaptation actions for climate change are promoted in Indonesia. 

(2) Project Purpose
Capacity of the key ministries and local governments concerned of the Government of Indonesia to 
formulate climate change policies based on the sound information and approaches is developed. 

(3) Outputs
＜ SP-1 ＞ :
Output 1:    The capacity to formulate mitigation actions in a measurable, reportable, and verifiable manner in 

the pilot sector(s) or sub-sector(s) is enhanced.
Output 2:  The capacity to integrate adaptation into development planning in the pilot areas is enhanced.
Output 3:  Background study of Mid-Term National Development Plan (RPJMN2015-2019) for low-carbon 

development policy as well as mitigation and adaptation actions is formulated both in English and 
Bahasa Indonesia.

＜ SP-2 ＞ :
Output 1:   BMKG and institutions concerned obtain the basic capacity of vulnerability assessment.
Output 2:   The capacity of BMKG and institutions concerned on the use of climate change projection and 

verification is improved.
Output 3:   The capacity of BMKG and institutions concerned on the assessment of adaptive capacity is 

improved.
Output 4:   The implementation structure for vulnerability assessment based on collaboration among 

institutions concerned is established.

＜ SP-3 ＞ :
Output 1:   National system for preparing national GHG inventories is designed.
Output 2:   Capacity to periodically and systematically collect and compile data necessary for national GHG 

inventories is enhanced.
Output 3:   Accuracy and reliability of GHG inventories are improved for each sector (energy; industrial 

processes; agriculture; land use, land-use change and forestry [LULUCF]; and waste).

(4) Inputs
<Japanese side> 
Dispatch of JICA Experts:
Six long-term experts have been assigned for the Project: two at umbrella as experts of Chief Advisor 
and Project Coordinator, two at SP-1 as experts of Climate Change Mitigation and Climate Change 
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Mainstreaming, one at SP-2 as an expert of Vulnerability Assessment, and one at SP-3 as an expert of GHG 
Inventory.
Training of the Counterpart Personnel in Japan:
The total number of the counterpart personnel having participated in training in Japan is forty-two persons as 
of January 2013. Sixteen of them are counterpart personnel of SP-1, nine of them are for SP-2 and seventeen 
of them are for SP-3.
Local Costs:
The amount of local costs for project operation is totaled as Rp.20,602,218,899. as of the end of January 
2013.
Provision of the Equipment:
The equipment provided is office facilities such as computer, projector, printer, Wi-Fi router, paper, shredder 
and others. In addition, for GIS training on Sub-Project 2, computers and software were provided.

< Indonesia side>
Assignment of Project Counterpart (C/P) Personnel: 
One Project Director and three Sub-Project Directors have been assigned as members of the Project 
Management Unit. Numbers of C/P are seventeen at SP-1, seven at SP-2 and fifteen at SP-3.

3-1 Achievement of the Project
3-1-1 Achievement of the Outputs
＜ SP-1 ＞ :
(1) Mitigation
-  The Project has supported for establishment and operation of RAN-GRK Secretariat in cooperation with 

GIZ, AusAID and other development partners.
-  Mitigation action plan at provincial level (RAD-GRK) was developed at three pilot provinces (North 

Sumatra, South Sumatra and West Kalimantan) by Working Group consisting of BAPPEDA and related 

2. Mid-term Review Team

Title Name Position

Team Leader Hideo NODA Director, Environmental Management Division 1, 
Environmental Management Group, Global Environment 
Department, JICA

Climate Change  Policy Jun ICHIHARA Policy Researcher, Programme Management Office, 
Institute for Global Environmental Strategies (IGES)

Project Planning Yukichi USUI Assistant Director, Office for Climate Change and 
Environmental Management Group, Global Environment 
Department, JICA

Evaluation/Analysis Hiroyuki Doi Q.O.Life, do, Co. Ltd.

Period of Evaluation
Type of
Evaluation

Mid-term ReviewJanuary 27. 2013 to 
February 23. 2013

3. Results of Evaluation
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agencies in collaboration with expert team and coordinator under the support by JICA. The Project 
supported developing RAD-GRK Documentation in three provinces (North Sumatra, South Sumatra and 
West Kalimantan).

(2) Adaptation
-  The Project has supported the activities for adaptation both at national and regional levels. The Project has 

supported the issuance of Instruction of the Governor of the North Sumatra Province, Number 188.54/05/
INST/2012 regarding Adaptation to Extreme Climate Condition as an Effort to Secure Rice Production in 
North Sumatra year 2012-2020.

-  The development of the RAN-API is currently at final stage. The formulation process on the RAN-API has 
been supported by JICA along with GIZ and ADB.

(3) Background Study for the Medium-term National Development Plan (RPJMN) 2015-2019
-  The Project started supporting the background study for the five Diractorates of BAPPENAS, namely, the 

Environmental Affairs, the Food and Agriculture, the Marine and Fishery Affairs, the Forestry and Water 
Resources Conservation, and the Energy, Minerals and Mining Affairs, in response to the request from 
BAPPENAS.

＜ SP-2 ＞ :
-  Activities have been implemented in pilot site (Bali). Technical transfer by a long-term expert to C/Ps has 

been implemented through training on basic geographic information system (GIS), statistics, social survey 
on the adaptive capacity of communities, and so on.

-  Since the Project is terminated October 2013, the Project is now final stage to complete vulnerability map 
and guidelines intended for BMKG staffs for practical vulnerability assessment.

＜ SP-3 ＞ :
-  The Presidential Regulation 71/2011 on the Implementation of National Greenhouse Gas Inventory which 

was enacted in 2011 clearly defined the role of KLH on GHG Inventory System. Since data collection 
and calculation are under the responsibilities of each line ministry, KLH started coordination among 
line ministries as well as setting up working group for each sector. Institutional arrangements for GHG 
inventory process are being discussed and documented.

-  SIGN center has been set in KLH in order to implement data collection, calculation, Quality Assurance 
/ Quality Control for GHG Inventory as well as functioning as archives. The Project has supported the 
SIGN center by capacity development among personnel concerned as well as technical advice on function 
and role of the SIGN center.

-  Pilot activities have been conducted in North and South Sumatra Provinces as well as Kabupaten/ Kota in 
waste sector. Accuracy data and improved emission factors to be obtained in pilot activities would play a 
significant role in Measuring, Evaluation and Reporting (MER) of RAN-GRK and RAD-GRK, as well as 
evidence-based policy planning and evaluation in waste management.

3-1-2 Achievement of the Project Purpose
The Project Purpose is "Capacity of the key ministries and local governments concerned of the 
Government of Indonesia to formulate climate change policies based on the sound information and 
approaches is developed."  Judging from the performance level of the activities and outputs so far, all 
outputs are expected to be achieved and will be linked to achieving the Project Purpose. Therefore, it is 
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predicted that the project purpose will be achieved by the end of the project.

3-1-3 Implementation Process of the Project
(1) Flexible Response to Policy Trends of the GOI

There have been significant policy reforms of the GOI regarding climate change since the commencement 
of this Project. The Presidential Regulation No.61 Year 2011 on the National Action Plan on Greenhouse 
Gas Emissions Reduction (RAN-GRK) was issued, and elaboration of RAD-GRK in all Provinces was 
proceeded with. Also, the presidential regulation No.71 on the Implementation of National GHG Inventory 
System was issued in 2011 to provide policy and institutional framework on GHG Inventory System. 
The Project was required to respond to these policy reforms, with regard to policy planning and capacity 
development, especially in SP1 and SP3. Significant modification of Project activities were made as well as 
Project inputs including local experts. These modifications were not necessarily easy, but flexible responses 
have been made due to smooth communication and dialogue between CP personnel and Japanese experts.
(2) Support to RAN-GRK Secretariat

The Project started supporting the RAN-GRK secretariat since its commencement from managerial and 
technical aspects, taking lead in process of RAN-GRK and elaboration of RAD-GRK in collaboration with 
other donors such as GIZ and AusAID.
(3) Support for the Facilitation Process of the RAN-API

The Project has assisted the establishment and management of the Advisory Council in order to develop 
the Strategy for Mainstreaming. The Advisory Council and the Stock Taking Team play very important roles 
as resource personnel, and further collaboration would be pursued with regard to make appropriate technical 
input to upcoming RPJMN 2015-2019 with a view to sustainable development including climate change 
mainstreaming.
(4) Pilot activities in pilot sites

Pilot activities have been conducted in North and South Sumatera (for SP-1 and SP-3) and in Bali (SP-
2). Outcomes of pilot activities in pilot sites are expected to contribute to evidence-based policy planning 
including practical technical guidelines.
(5) Collaboration with Donors

The team confirmed that the Project has efficiently collaborated with donor agencies such as GIZ AusAID 
and others on RAN-GRK and GIZ and ADB on RAN-API in order to assist Indonesian Government. 
BAPPENAS is considered to have played a significant role in coordinating the activities of each donor.

3-2 Summary of Mid-term Review Results
3-2-1 Relevance

Relevance of the Project is evaluated high due to its contribution and alignment to climate change related 
policies of the GOI.
(1) Relevant policies of GOI

The Medium-term National Development Plan 2010-2014 identified climate change as one of the thirteen 
national priorities, and as one of the four issues to be dealt with cross-sectorial efforts. The direction of the 
Project is in line with the national priorities.
(2) National Action Plan on Greenhouse Gas Emissions Reduction

The Presidential Regulation No.61 Year 2011 on the National Action Plan on Greenhouse Gas Emissions 
Reduction (RAN-GRK) was issued. One of the objectives of the Project is to support to prepare Regional 
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Action Plan on Green House Gas Emissions Reduction (RAD-GRK). Therefore, the Project objective is 
highly relevant to the RAN-GRK and RAD-GRK.
(3) National GHG Inventory System

The presidential regulation No.71 on the Implementation of National GHG Inventory System was issued 
in 2011 to provide policy and institutional framework on GHG Inventory System in Indonesia. It stipulates 
future preparation of GHG inventory at the national level and local level (province, district and city levels). 
One of the objectives of the Project is to strengthen the capacity of Indonesia to regularly prepare GHG 
inventories. Therefore, the Project objective is highly relevant to the presidential regulation No.71 on the 
National GHG Inventory System.

3-2-2 Effectiveness
Effectiveness of the Project is expected to be high because the Outputs of 3 Sub-Projects are to be duly 

achieved and these outputs are duly linked to achieving the Project Purpose.
(1) Prospect of Achieving the Project Purpose

As for SP-1, Outputs have been produced as expected, and some of the Outputs were produced 
earlier than planned.  As for SP-2, Outputs were almost produced except a “Guideline for Vulnerability 
Assessment” which will be developed during the Project period.  As for SP-3, Outputs have been produced 
as expected. Therefore, the Project Purpose is expected to be achieved based on the Inputs, Activities 
implemented, and Outputs produced.
(2) Contribution of Outputs to the Achievement of the Project Purpose

The logical sequence between the Outputs produced among SP-1, SP-2, SP-3 and Project Purpose is 
appropriate, and all of the Outputs among three Sub-projects have significantly contributed to achievement 
of the Project Purpose.

3-2-3 Efficiency
Efficiency of the Project is evaluated high since the Project comprehends a variety of activities and 

outcomes at policy planning and implementation levels, and the Project has responded flexibly to the climate 
change policy trends of the GOI under close communication between Indonesian side and JICA.
(1) Achievement level of the Outputs

Achievement level of the Outputs was assessed by comparing with Objectively Verifiable Indicators 
written in PDM. Considering the present progress of the activities, it is considered that most of the output 
indicators will be fulfilled by the end of the Project.
(2) Inputs

In general, Inputs from both JICA and Indonesian side have been appropriated in terms of  quantity, 
quality and timing at the most levels. All inputs allocated to the Project have been fully utilized for 
implementation of the Project.

3-2-4 Impact
Positive impacts are expected, especially regarding pilot activities and synergies among each of the Sub-

Projects.
(1) Synergies among the Sub-Projects and Impacts of Pilot Activities

Pilot activities in Pilot sites (North and South Sumatera for SP-1 and SP-3, Bali for SP-2) are expected 
to contribute to evidence-based and practical policy planning and evaluation including technical guidelines. 
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The Project consists of three Sub-Projects (SP-1, SP-2 and SP-3). Umbrella office/function has been set 
up to synergize the implementation among the Sub-Projects in achieving the overall goal of the Project. 
Collaboration among Sub-Projects would further improve implementation of the Project. Facilitation of 
these synergies among Sub-Projects would be important for the latter half of the Project period.
(2) Positive Impact

There is positive impact for communities and stakeholders to improve understanding of  process of 
climate policies (North Sumatra).

In the course of Pilot Project of SP-3, many useful data such as waste weight, waste volume, waste 
composition and dry matter contents have been collected. These data can be used not only for the Inventory 
but also would have positive impact on further planning of waste management by incorporating co-benefit of 
view.

3-2-5 Sustainability
It may be too early to evaluate the Project sustainability at this stage. Sustainability of the Project is 

expected by following points;
(1) Policy Aspect

Background studies for RPJMN with 5 related directorates of BAPPENAS will be conducted with a 
view to sustainable development including climate change mainstreaming in RPJMN 2015-2019, which is 
considered to assure sustainability of the Project.
(2) Organizational and Financial Aspects

According to the hearing from BAPPENAS, RAN-GRK secretariat needs to be in operation at least by 
2020. As for RAN-API secretariat, it is necessary to continue at least by 2025 in order to correspondent to 
RPJPN (National Long-Term Development Plan). SIGN center has been set up based on the Presidential 
Regulation 71/2011 on the Implementation of National Greenhouse Gas Inventory. Sustainable operation 
of these organizations would be realized through allocation of necessary resources. Allocation of necessary 
budget and personnel for RAN-GRK and RAN-API secretariat as well as for SIGN Center would be 
important.
(3) Technical Aspect

As for SP-3, technical transfer by the Project for data collection and compilation has been progressing, 
while technical transfer needed for overall coordination for the periodical inventory cycle is yet to be 
progressed. SIGN center has recently started its operation, and development of capacity regarding overall 
coordination for periodical inventory cycle would be a major challenge in the remaining period of the 
Project, for assuring sustainability.

3-3 Factors that promoted realization of effects
(1) Flexibility of the Project 

The Project has responded with flexibility to change of policies, under good relationships, cooperation 
and communication among Indonesian counterpart personnel, Japanese experts and other related 
stakeholders.
(2) Effective Collaboration with Local Experts

The Project has worked with local experts with appropriate capabilities. Collaboration with local experts 
is considered to have facilitated timely response to the needs of the GOI.
(3) Strong Ownership
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Strong ownership by BAPPENAS, BMKG, KLH and other related organizations have facilitated smooth 
implementation of the Project.
(4) Close and Smooth Communication

Flexible response to the climate change policy trends of the GOI has been realized under close 
communication between Indonesian side and JICA.

3-4 Conclusion
The Team concludes that the Project activities so far progress steadily and positive outcomes are observed 

in each Sub-Project and the Project Purpose is expected to be duly achieved. Relevance of the Project is 
evaluated high due to its contribution and alignment to climate change policies of the GOI. Effectiveness of 
the Project is expected to be high because the Outputs of 3 Sub-Projects are to be duly achieved and these 
outputs are duly linked to achieving the Project Purpose. Efficiency of the Project is also evaluated high 
since the Project comprehends a variety of activities and outcomes at policy planning and implementation 
levels. It may be too early to evaluate the Project impact and sustainability at this stage. However, positive 
impacts are expected, especially regarding pilot activities and synergies among each of the Sub-Projects. 
As for sustainability, background studies for RPJMN with 5 related directorates of BAPPENAS will be 
conducted with a view to sustainable development including climate change mainstreaming in RPJMN 
2015-2019, which is considered to assure sustainability of the Project.

3-5 Recommendations
(1) Maintaining good communication and collaboration among stakeholders <All Parties>
Flexible response to the climate change policy trends of the GOI has been realized under close 
communication between Indonesian side and JICA. Maintaining good communication and collaboration 
among Indonesian counterpart personnel, JICA experts and related stakeholders would be essential for the 
achievement of the Project Purpose.

(2) Allocation of necessary budget and personnel <BAPPENAS and KLH>
Allocation of necessary budget and personnel for RAN-GRK and RAN-API secretariat as well as for SIGN 
Center would be essential for sustainability of the Project.

(3) Facilitation of synergies among Sub-Projects <All Parties and JCC>
Pilot activities in Pilot sites (North and South Sumatera for SP-1 and SP-3, Bali for SP-2) are expected to 
contribute to evidence-based and practical policy planning and evaluation including technical guidelines. 
The outcomes of vulnerability assessment activities of SP-2 are expected to be a technical input to practical 
vulnerability assessment and improvement of climate-related information at regional levels leading to 
improved adaptation measures The Pilot activities of SP-3 aiming at improving accuracy of GHG inventory 
in waste sector in North and South Sumatera would make new statistical data available, which would 
have positive impact on improving waste management. In addition, accuracy data and improved emission 
factors to be obtained in the pilot project would be essential in MER of RAN-GRK and RAD-GRK, as well 
as evidence-based policy planning and evaluation in waste management. Facilitation of these synergies 
among the Sub-Projects would be important for the latter half of the Project period. Substantial and focused 
discussions among relevant stakeholders are recommended.
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(4) Collaboration among related ministries/agencies <BAPPENAS and KLH>
The Team also recognized the necessity of facilitating cross-sectorial coordination, particularly for SP-1 and 
SP-3. Facilitation of collaboration of related ministries/agencies is considered indispensable for effective 
implementation and monitoring of RAN-GRK, RAD-GRK and RAN-API. As for SP-3, collaborations 
among related line ministries are essential for elaborating national GHG inventory. The leading role of KLH 
in promoting smooth cooperation among ministries (based on PR71) is considered very important.

(5) Modification of PDM Project Purpose for SP-1 <BAPPENAS>
The Team proposed to modify the PDM Project Purpose for SP-1 as following: ‘The capacity of key 
ministries and local government to formulate mitigation actions in a measurable, reportable and verifiable 
manner and mainstreaming adaptation into development planning’ in order to keep consistent with actual 
activities.

(6) Modifications of PDM indicators for SP-3 <KLH>
For SP-3, the Team proposed the modification of PDM indicators for SP-3 as shown in the PDM version 
no.2 as Annex 2. Further discussions will be needed with regard to the orientation for the next activities 
of SP-3 directed to the implementation of capacity development which will focus on supporting the SIGN 
Center in implementing the coordination of GHG inventory at national level, and in monitoring /evaluation 
of the process and results of GHG inventory.

(7) Extension of SP-2 < BAPPENAS, BMKG, MOA and JICA >
The project period for SP-2 will be over in October 2013. Both sides agreed on the necessity of extension of 
SP-2 with respect to continuous capacity development in vulnerability assessment, and also for promoting 
possible risk mitigation measures in agricultural sector. Further discussions will be pursued among 
BAPPENAS, BMKG, MOA and Japanese experts. Detailed planning mission for SP-2 extension is planned 
to be dispatched during May-June this year.

(8) PDM and PO < All Parties >
For proper monitoring and evaluation (including terminal evaluation which will be jointly conducted by both 
Indonesian and JICA within 6 months before the termination of the Project in October, 2015) of the Project, 
PDM and PO (including more detailed work plan in SP1) shall be continuously used and be changed if 
necessary with due procedure.
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